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屋外広告物規制の解説
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１．屋外広告物規制の必要性（法第１条）

a 市街地，幹線道路の沿線，観光地等には，小さなポスターから大きな屋上ネオンサインや野立看

板まで多種多様な広告物が出されている。これらの広告物は，社会生活に役立ち，街を活気づける

ものである。

しかしながら，なされるがままに放置しておけば，広告物の無秩序な氾濫で，街の美観や自然の

風致を損うこととなるため，周囲の景観と調和した適正な広告物の表示が要請されるわけである。

特に最近では，美しい自然景観や都市景観への住民の要望が高まっており，広告物も質の高い，

美しいものであることが要求されている。

s また，広告物の設置や管理が適正に行われないと，広告物の落下や倒壊により公衆に危害を与え

ることとなり，特に，台風や地震等にも耐え得るよう広告物の安全性が要求される。

d このように，屋外における広告物については，「良好な景観の形成若しくは風致の維持」及び「公

衆に対する危害の防止」という二つの観点から規制が必要とされるわけである。

２．屋外広告物とは？（法第２条）

a 屋外広告物とは，屋外広告物法により，次の４つの要件をすべて満たしているものをいう。

①「常時又は一定の期間継続して」表示されるものであること。

②「屋外で」表示されるものであること。

③「公衆に」「表示されるもの」であること。

④「看板，立看板，はり紙及びはり札並びに広告塔，広告板，建物その他の工作物等に掲出され，

又は表示されたもの並びにこれらに類するもの」であること。

以上の４つの要件を満たしているものは，営利的なもの（商業広告等）であるか，非営利的なも

の（政治活動，労働運動のためのポスター等）であるかを問わず，「屋外広告物」に該当する。

s ４つの要件は，具体的には，次のとおりである。

①「常時又は一定の期間継続して」

……定着して表示されるものをいい，街頭で散布されるビラやチラシの類は屋外広告物にならない。

これらは，電柱や塀などにはり付けられたとき，初めて定着性を有し，屋外広告物に該当するこ

とになる。

②「屋外で」

……建築物等の外側にあることを必要とし，屋外にいる不特定多数の公衆に対して表示されるもの

であっても，屋内にある広告物であれば屋外広告物に該当しない。

（例　自動車やビルの窓ガラスの内側から外側に向けてはり付けるビラ等･･････屋外広告物でな

い。）

（注　ショーウインドー等で建物の外側から出し入れする場合･･････屋外広告物である。）

③「公衆に表示」

……単に不特定多数に対して表示するという意味ではなく，建物の管理権等から総合的に判断すべ
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きもので，例えば，建物の外側に表示されているものであっても，閉鎖的な中庭に向かって表示

されているようなものは，「公衆に表示」されているものではない。

（例　野球場や駅構内の内側の人に対して表示される内側にある広告物･･････屋外広告物でない。）

「表　　示」

……文字，絵，シンボルマークなどにより，一定の観念やイメージが表示されていることが必要で，

何らの観念やイメージが表示されていないものは，屋外広告物ではない。

④「その他の工作物等」

……元来，広告物の表示又は掲出の目的を持ったものでない煙突や塀のようなものや，工作物とは

いえないような岩石や樹木等を意味し，これらを利用したものも屋外広告物として取り扱う。

d 「屋外広告物」とは，看板，立看板，はり紙，はり札，広告塔，広告板等の典型的な広告物だけ

でなく，ネオンサイン，アドバルーン，建物等の外壁に表示されるもの等までも含んだ幅広い概念

である。

３．屋外広告物の種類
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４．屋外広告物条例及び規則のあらまし

除　却　届

公示等の場所
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4 ｍ超：有資格者によ
る点検
4ｍ以下：有資格者に
よる点検又は自己点検
※申請前の3ヶ月以内
に実施

点検結果報告書の添付

表示面積が 1 ㎡未満（地上からの高さが 4 ｍを越
えるものを除く）の場合及び従前の許可期間が 1
月以内の場合又ははり紙及びはり札等を除く。〔 〕

・県外の申請者は，県内に
住所（事業所・営業所）を
有する屋外広告物管理者
を置くこと。

・既設物件の場合は，点検
結果の報告書の添付をす
ること。

様式第 7 号様式第 7 号

様式第 6 号様式第 6 号

10
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４ｍ超

４ｍ以下 1年 1年 1年 1年 1年 1年

3年 3年 3年

3年

新設

▲：有資格者点検� � △：自己点検�

７．点検義務（条例第１２条の３）�

� 全ての屋外広告物又は掲出物件について点検を義務付けており，屋外広告物等を設置する者や管理する者

は許可の要否に関わらず，点検を行う必要がある。�

�

� �1��有資格者点検�

� � � 屋外広告物等の地上から上端までの高さが４ｍを超えるものについては，有資格者による点検を義務

付けており，規則第１１条の２第２項で定める項目について点検しなければならない。ただし，建築物

の壁面に直接塗装されたもの，はり紙等は除く。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

有資格者�

①屋外広告士� � � � � � � � � � � ⑤一級建築施工管理技士�

②屋外広告物点検技能講習修了者� � ⑥一級電気工事施工管理技士�

③建築士（１級，２級）� � � � � � ⑦電気主任技術者（１～３種）�

④特定建築物調査員�

� � � � � � � � � � � � � � � � � ※⑤～⑦：自治体が開催する屋外広告物講習会の受講者に限る。�

� � �

����許可期間�

� � � 新設物件及び有資格者点検を実施した屋外広告物等については安全性が確保されることから許可期間

を３年としている。�

�

�

� � �

�

�

�

�

・４ｍ以下の屋外広告物等についても，有資格者点検を実施し，４ｍを超える屋外広告物等と同様の許

可手続き（許可期間３年）とすることができる。�

� � ・許可期間が３年となる屋外広告物等については，許可期間中も１年に１回以上自己点検を実施する必

要があり，当該点検結果を次回の許可更新時まで保管しておくことが好ましい。�

� � ・許可更新の申請に際しては，申請前３ヶ月以内に実施した点検結果の報告を行わなければならない。�

� � �

�

① 

② 

③ 

④ 

地上から高さ４ｍ 

有資格者点検 
①必要� ②必要 
③必要� ④不要 
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７．受付窓口

《屋外広告物の許可申請書の受付窓口》

津山市、高梁市、矢掛町

笠岡市建設部都市計画課
〒714-8601　笠岡市中央町１−１

市

　

　

　

の
　

　

　

区
　

　

　

域

津山市都市建設部管理課
〒708-8501　津山市山北５２０番地

井原市建設経済部都市施設課
〒715-8601　井原市井原町３１１−１

高梁市土木部都市整備課
〒716-8501　高梁市松原通２０４３番地

備前市産業建設部都市計画課
〒705-8602　備前市東片上１２６番地

新見市建設部建設課
〒718-8501　新見市新見３１０−３

総社市建設部都市計画課
〒719-1192　総社市中央一丁目１番１号

瀬戸内市産業建設部建築住宅課
〒701-4292　瀬戸内市邑久町尾張３００−１

赤磐市建設事業部建設課
〒709-0898　赤磐市下市３４４

美作県民局建設部真庭地域管理課
〒717-8501　真庭市勝山５９１

美作県民局建設部勝英地域管理課
〒707-8585　美作市入田２９１−２

真庭市建設部まちづくり推進課
〒719-3292　真庭市久世２９２７−２

美作市都市整備部都市住宅課
〒707-8501　美作市栄町３８−２

備前県民局建設部東備地域管理課
〒709-0492　和気郡和気町和気４８７−２

備中県民局建設部井笠地域管理課
〒714-8502　笠岡市六番町２−５

鏡野町、久米南町、美咲町

里庄町、矢掛町

（0866）-62-9527

（0866）-92-8302

（0866）-21-0238

（0869）-22-2649

（086）-955-1485

（0867）-44-3116

（0868）-73-4071

（086）-434-7062

8
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７．受付窓口

《屋外広告物の許可申請書の受付窓口》

津山市、高梁市、矢掛町
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城東地区（津山市）、城西地区（津山市）
矢掛町矢掛宿地区（矢掛町）

57件（旧閑谷学校講堂（備前市），備中松山城
（高梁市）他）

５ヵ所（吹屋地区（高梁市成羽町）他）

１件
123件

72件

103件

２件

郷土記念物及びその周囲で知事が指定する
地域

10 61
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城東地区（津山市）、城西地区（津山市）
矢掛町矢掛宿地区（矢掛町）

57件（旧閑谷学校講堂（備前市），備中松山城
（高梁市）他）

５ヵ所（吹屋地区（高梁市成羽町）他）

１件
123件

72件

103件

２件

郷土記念物及びその周囲で知事が指定する
地域

358ヵ所

15



― 15 ―

10．禁止物件（条例第３条）（Ｐ60）

広告物の表示が原則として，禁止される物件（ただし，条例第５条に該当すれば，適用除外として表

示できる場合がある。）

a 橋（ガードを含む。），トンネル，高架構造物

※歩道橋は，高架構造物に該当し，広告物の表示ができない。

s 石垣及び擁壁の類

d 街路樹，路傍樹，保存樹

f 信号機，路上信号制御機，道路標識，航空標識，道路情報管理施設，カーブ・ミラー，歩道柵，

駒止めの類，里程標の類，地下道上屋

※ガードレールは，歩道柵に含まれる。

g 消火栓，火災報知機，火の見やぐら

h 公衆電話ボックス，郵便ポスト，路上変圧器及びこれらに類するもの

※公衆電話ボックスの内部は，屋外でないので，ボックス内に表示される広告物は，屋外広告物に

該当しない。

j 送電塔，送受信塔，照明塔

k 煙突，ガスタンク，水道タンクその他タンクの類

l 彫像及び記念碑の類

¡0 パーキングメーター，パーキングチケット発給設備

¡1 道路の路面

¡2 景観法の規定による景観重要樹木（該当なし）

¡3 景観法の規定による景観重要建造物（該当なし）

¡4 次の物件については，はり紙，はり札等，広告旗及び立看板等のみ表示禁止

①電柱，街路灯柱，消火栓標識及びこれらに類するもの

②アーチの支柱，アーケードの支柱

11．禁止広告物（条例第６条）（Ｐ63）

次の広告物は，表示・設置することができない。

a 著しく汚染し，たい色し，又は染料等のはく離したもの

s 著しく破損し，又は老朽したもの

d 倒壊又は落下のおそれがあるもの

f 信号機，道路標識等に類似し，又はこれらの効用を妨げるようなもの

g 道路交通の安全を阻害するおそれのあるもの

・岡山県景観計画の区域（岡山市，倉敷市，津

　山市，高梁市，瀬戸内市，真庭市，早島町，

　新庄村，奈義町の区域を除く岡山県全域）

・津山市景観計画の区域（津山市全域）

・高梁市景観計画の区域（高梁市全域）

・瀬戸内市景観計画の区域（瀬戸内市全域）

・真庭市景観計画の区域（真庭市全域）

・早島町景観計画の区域（早島町全域）

・奈義町景観計画の区域（奈義町全域）

11

12

62

66

16
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※歩道橋は，高架構造物に該当し，広告物の表示ができない。

石垣及び擁壁の類

街路樹，路傍樹，保存樹

信号機，路上信号制御機，道路標識，航空標識，道路情報管理施設，カーブ・ミラー，歩道柵，

駒止めの類，里程標の類，地下道上屋

※ガードレールは，歩道柵に含まれる。

消火栓，火災報知機，火の見やぐら

公衆電話ボックス，郵便ポスト，路上変圧器及びこれらに類するもの

※公衆電話ボックスの内部は，屋外でないので，ボックス内に表示される広告物は，屋外広告物に

該当しない。

送電塔，送受信塔，照明塔

煙突，ガスタンク，水道タンクその他タンクの類

彫像及び記念碑の類

パーキングメーター，パーキングチケット発給設備

道路の路面

景観法の規定による景観重要樹木（該当なし）

景観法の規定による景観重要建造物（該当なし）

次の物件については，はり紙，はり札等，広告旗及び立看板等のみ表示禁止

①電柱，街路灯柱，消火栓標識及びこれらに類するもの

②アーチの支柱，アーケードの支柱

11．禁止広告物（条例第６条）（Ｐ63）

次の広告物は，表示・設置することができない。

著しく汚染し，たい色し，又は染料等のはく離したもの

著しく破損し，又は老朽したもの

倒壊又は落下のおそれがあるもの

信号機，道路標識等に類似し，又はこれらの効用を妨げるようなもの

道路交通の安全を阻害するおそれのあるもの

・岡山県景観計画の区域（岡山市，倉敷市，津

　山市，高梁市，瀬戸内市，真庭市，早島町，

　新庄村，奈義町の区域を除く岡山県全域）

・津山市景観計画の区域（津山市全域）

・高梁市景観計画の区域（高梁市全域）

・瀬戸内市景観計画の区域（瀬戸内市全域）

・真庭市景観計画の区域（真庭市全域）

・早島町景観計画の区域（早島町全域）

・奈義町景観計画の区域（奈義町全域）

13 63
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132

132

131

125

　各市及び条例別表第１に掲げる町並びに吉備中央町の第１種低層住居専用地域及び第２種低層住

居専用地域を指定している。

西一宮中北上線，作東大原線，

　第２種許可地域の道路の区間及び両側各500メートル以内の区域（当該区間から展望すること
ができない区域として知事が認めるものを除く）。詳細な区域については，告示（P132）を参照
のこと。

133

133

133

133
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　各市及び条例別表第１に掲げる町並びに吉備中央町の第１種低層住居専用地域及び第２種低層住

居専用地域を指定している。

西一宮中北上線，作東大原線，

　第２種許可地域の道路の区間及び両側各500メートル以内の区域（当該区間から展望すること
ができない区域として知事が認めるものを除く）。詳細な区域については，告示（P132）を参照
のこと。

14

133
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（（P119P119））

（日本産業規格）（日本産業規格）

赤赤

（P123）（P123）
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総表示面積の規制基準
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総表示面積の規制基準 （Ｐ124）

（Ｐ123）
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④　広告物の上端の地上からの高さの特例

自己の氏名，名称，店名，商標又はビル名を表示

するため，自己の住所，事業所，営業所，作業場又

は建築物に表示する広告物で，次の各号に該当する

ものについては，広告物の上端の地上からの高さの

限度を超えて表示することができる。

１．屋上構造物（階段室，昇降機塔，物見塔，その

他これらに類する建築物の屋上部分をいう。以下

同じ。）の壁面に文字，数字又は商標を縦３m以下

の箱文字により表示していること。

２．ネオン管を使用していないこと。

３．広告物の照明は，点滅しないこと。

４．高さの限度を超えて表示する広告物は，１個で

あること。

屋上構造物の上に設置する場合は，屋上構造物の

高さは，地上から広告物を設置する箇所までの高さ

に含めず，広告物の高さに含めるものとする。ただ

し，屋上構造物の水平投影面積の合計が建築物の建

築面積の８分の１を超える場合で，屋上構造物の壁

面の延長面から突き出していないときは，この限り

でない。

⑤広告物の高さの特例

⑥

⑦　支柱及び骨組みが露出しないように

ルーバー等により遮へいしていること。

― 24 ―

⑧　屋上構造物に設置する場合で，屋上構造物の壁面の延長面から突き出すときは，突き出た部分と

屋上との間をルーバー等により遮へいしていること。

⑨　屋根に直接描出するもの又は広告物の裏面全部を屋根に密着させるものについては，壁面広告物

の基準も満たすこと。

⑩　新幹線・高速道路等沿線区域共通許可基準を満たすこと。

⑪　建物の広告物の総表示面積の規制の基準を満たすこと。

(注) 建物の壁面と屋上構造物の壁面の双方にまたがって表示される広告物は，屋上広告物の基準を満た

すとともに，壁面広告物の基準（１壁面の利用割合限度など）も満たすこと。

⑥　１壁面に２列以下。ただし，一方の面が0.5㎡以下のものは，この限りでない。

⑦　同じ列に設置するものは，その出幅が同じであること。

⑧　新幹線・高速道路等沿線区域共通許可基準を満たすこと。

⑨　建物の広告物の総表示面積の規制の基準を満たすこと。

Ｂ　突出し広告物

Ｃ　壁面広告物

24
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④　広告物の上端の地上からの高さの特例

自己の氏名，名称，店名，商標又はビル名を表示

するため，自己の住所，事業所，営業所，作業場又

は建築物に表示する広告物で，次の各号に該当する

ものについては，広告物の上端の地上からの高さの

限度を超えて表示することができる。

１．屋上構造物（階段室，昇降機塔，物見塔，その

他これらに類する建築物の屋上部分をいう。以下

同じ。）の壁面に文字，数字又は商標を縦３m以下

の箱文字により表示していること。

２．ネオン管を使用していないこと。

３．広告物の照明は，点滅しないこと。

４．高さの限度を超えて表示する広告物は，１個で

あること。

屋上構造物の上に設置する場合は，屋上構造物の

高さは，地上から広告物を設置する箇所までの高さ

に含めず，広告物の高さに含めるものとする。ただ

し，屋上構造物の水平投影面積の合計が建築物の建

築面積の８分の１を超える場合で，屋上構造物の壁

面の延長面から突き出していないときは，この限り

でない。

⑤広告物の高さの特例

⑥

⑦　支柱及び骨組みが露出しないように

ルーバー等により遮へいしていること。

― 24 ―

⑧　屋上構造物に設置する場合で，屋上構造物の壁面の延長面から突き出すときは，突き出た部分と

屋上との間をルーバー等により遮へいしていること。

⑨　屋根に直接描出するもの又は広告物の裏面全部を屋根に密着させるものについては，壁面広告物

の基準も満たすこと。

⑩　新幹線・高速道路等沿線区域共通許可基準を満たすこと。

⑪　建物の広告物の総表示面積の規制の基準を満たすこと。

(注) 建物の壁面と屋上構造物の壁面の双方にまたがって表示される広告物は，屋上広告物の基準を満た

すとともに，壁面広告物の基準（１壁面の利用割合限度など）も満たすこと。

⑥　１壁面に２列以下。ただし，一方の面が0.5㎡以下のものは，この限りでない。

⑦　同じ列に設置するものは，その出幅が同じであること。

⑧　新幹線・高速道路等沿線区域共通許可基準を満たすこと。

⑨　建物の広告物の総表示面積の規制の基準を満たすこと。

Ｂ　突出し広告物

Ｃ　壁面広告物

25
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②　その他については , 壁面利用懸垂幕の基準を満たすこと。
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16．適用除外（条例第５条）（参照Ｐ63）

（Ｐ13）

公益上必要な施設又は物件に表示する広
告物又はこれを掲出する物件

公共掲示板に観光・行
政情報と一緒に表示さ
れる民間広告等　

社会生活との調和を図り，一定の範囲内で許可手続を省略することなどができる制度である。○印

が適用除外される規定である。
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16．適用除外（条例第５条）（参照Ｐ63）

（Ｐ13）

公益上必要な施設又は物件に表示する広
告物又はこれを掲出する物件

公共掲示板に観光・行
政情報と一緒に表示さ
れる民間広告等　

社会生活との調和を図り，一定の範囲内で許可手続を省略することなどができる制度である。○印

が適用除外される規定である。
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11717 119
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３－３ 公益的施設への広告で，広告料を当該公益的施設等の設置又は管理費用に充てるものの禁

止地域適用除外・許可基準（規則別表第１の７の６） 

 
民間広告 公共広告 

公共広告 

（民間広告入り） 

禁止地域 

（公共施設等） 
× ○    × 

(適用除外後) 

○ 

許可地域 ○ ○ ○ 

(1) 表示にあたっての必須条件 

① 禁止地域のうち，知事が指定する区域内の公益上必要な施設又は物件に表示又は設置してあ

ること。 

（指定は岡山県屋外広告物審議会に諮問し，告示される必要がある。） 

② 広告料を当該施設又は物件の設置・管理費用に充当すること。 

③ 許可地域の許可基準（規則別表第２）を満たしており，許可を受けたものであること。 

37
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17．表示面積の算定

a 広告物の表示面

①　広告物が独立性をもった工作物である場合は，当該広告物の表示面となっている工作物の面積

について算定する。

この場合において

ア　表示面の縁に一体として枠や点滅灯が組み込まれている場合は，その枠組み等の面を含む。

イ　広告塔，広告板，サインポール及びアーチについては，付けられている脚台，支柱，枠組み

等を除く。

②　建物その他の工作物に掲出される文字，商標等の箱文字，浮出しサイン，塗書きサイン等につ

いては，個々の文字，商標等の外郭線内の面積について算定する。

この場合において，文字，商標等の周りの下地の色とか材質を変える等して，文字，商標等と

その下地部分とが一体として広告物と考えられるような効果を与えている場合は，その下地部分

を含むものとする。

― 36 ―
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s 表示面積の算定方法

（例）
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表示面積の算定方法

（例）
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18．許可手数料

広告物の新規又は更新の許可を受けるに当たっては，許可手数料を納付しなければならない。

（１）市（岡山市及び倉敷市を除く。）の区域

各市が定める納付方法により，許可手数料を納付する。

（２）町村の区域

県証紙を申請書にはり付けて，許可手数料を納付する。

（許可手数料早見表）

19

県が示す納付方法により，許可手数料を納付する。

（町村の区域における許可手数料）　※市の区域は各市が許可手数料を定めている。

貼り紙，貼り札等 420

420

1,370

2,750

710

以上

810

1,170

1,480

1,780

1,780

42



― 40 ―

18．許可手数料

広告物の新規又は更新の許可を受けるに当たっては，許可手数料を納付しなければならない。

（１）市（岡山市及び倉敷市を除く。）の区域

各市が定める納付方法により，許可手数料を納付する。

（２）町村の区域

県証紙を申請書にはり付けて，許可手数料を納付する。

（許可手数料早見表）

― 41 ―

19．屋外広告業の登録制度（法第２条、第９条、条例第21条の２～第21条の18）

a 登録制度

岡山県内で，屋外広告業を営もうとする場合は，県内に営業所があるか否かを問わず，屋外広告

業の登録を受けることが必要である。

また，登録申請の際には，一定の要件を満たした業務主任者を選任し，県内で営業を行う営業所

ごとに設置することが必要である。

なお，登録制度については，営業を行おうとする地方公共団体が登録制度を導入している場合は

それぞれの地方公共団体で，登録を受けることが必要となる。

ただし，岡山県では，岡山市又は倉敷市の条例に基づく登録を受けている者が，県内（岡山市及

び倉敷市の区域外）において屋外広告業を営もうとする場合は，所定の届出書を提出することで，

登録とみなす特例規定を設けている。

s 屋外広告業とは？

登録制度の対象となる「屋外広告業」とは，広告主から広告物の表示又は広告物を掲出する物件

の設置に関する工事を請け負い，屋外で公衆に表示することを業として行うことをいい，元請け，

下請けという立場の形態は問わないが，広告物の表示等の工事を請け負わない広告代理業や，印刷

や製作のみ行い表示を行わない場合は，屋外広告業には該当しない。

いわゆる看板業者や塗装業者のみでなく，広告物掲出物件の設置に関する工事を請け負う建設業

者も，屋外広告業を営む者に該当する。

d 業務主任者

屋外広告業者は，県内で営業を行う営業所ごとに，業務主任者を設置して法令の規定の遵守に関

すること，広告物の設置に関する工事の適正な施行や安全の確保に関すること，条例第21条の13に

規定する帳簿の記載に関すること等の業務に関する総括を行わせなければならない。

20
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屋　外　広　告　物　法

45
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61

47



第２種中高層住居専用地域，田園住居地域，景観地区，風致地区又は伝統的

建造物群保存地区

62

63

48



第２種中高層住居専用地域，田園住居地域，景観地区，風致地区又は伝統的

建造物群保存地区

（P68 〜 69）
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（P69 〜 70）
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78

53
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第28条　都道府県は，地方自治法第 252条の 17の２の規定によるもののほか，第３条か

ら第５条まで，第７条又は第８条の規程に基づく条例の制定又は改廃に関する事務

の全部又は一部を，条例で定めるところにより，景観行政団体である市町村，地域に

おける歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成 20年法律第 40号）第７条第１

項に規定する認定市町村である市町村又は都市再生特別措置法（平成 14 年法律第

22号）第 46条第１項に規定する都市再生整備計画に同条第２項第５号に掲げる事項

を記載した市町村（いずれも（指定都市及び中核市を除く。）が処理することとする

ことが出来る。この場合においては，都道府県知事は，あらかじめ，当該市町村の長

に協議しなければならない。

56



第 条　都道府県は，地方自治法第 条の の２の規定によるもののほか，第３条か

ら第５条まで，第７条又は第８条の規程に基づく条例の制定又は改廃に関する事務

の全部又は一部を，条例で定めるところにより，景観行政団体である市町村，地域に

おける歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成 年法律第 号）第７条第１

項に規定する認定市町村である市町村又は都市再生特別措置法（平成 年法律第

号）第 条第１項に規定する都市再生整備計画に同条第２項第５号に掲げる事項

を記載した市町村（いずれも（指定都市及び中核市を除く。）が処理することとする

ことが出来る。この場合においては，都道府県知事は，あらかじめ，当該市町村の長

に協議しなければならない。
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岡山県屋外広告物条例

59





133

61



133

133

62



98

87

99

63



119

119

120

120

121

98

64



(3)　知事が指定する区域において，公益上必要な施設又は物件に表示する広告物

又はこれを掲出する物件であつてその広告料を当該公益上必要な施設又は物件の

設置又は管理に要する費用に充てるもので，規則で定める基準に適合するもの

貼り

貼り

貼り 貼り

（P121）

（P122）

（P123）

（3） 規則別表

 第１の７の２（P122）

（P123）

（P99）
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２　前項の許可の期間は、３年（広告物の表示又は掲出物件の設置の日から既に１年

以上の期間を経過している広告物又は掲出物件（第 12条の３第４項において「既設

広告物等」という。）で地上から広告物又は掲出物件の上端までの高さが４メートル

以下のものについて、同条第二項の点検のみを行つている場合は、１年）を超えるこ

とができない。

 (許可の更新)

（P100）

（P124）

（P100）

（P101〜102）
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２　前項の許可の期間は、３年（広告物の表示又は掲出物件の設置の日から既に１年

以上の期間を経過している広告物又は掲出物件（第 条の３第４項において「既設

広告物等」という。）で地上から広告物又は掲出物件の上端までの高さが４メートル

以下のものについて、同条第二項の点検のみを行つている場合は、１年）を超えるこ

とができない。

許可の更新

（P100）

（P124）

（P100）

（P101〜102） 　（点検義務）

第12条の３　広告物を表示し、若しくは掲出物件を設置する者又はこれらを管理す

る者は、当該広告物又は掲出物件について、倒壊又は落下のおそれの有無その他

の安全性を確保するための点検を行わなければならない。

100）

100）

101）

98

ちょう

102

102

103

100）
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２　この条例の規定による許可を受けた者は、当該許可に係る広告物又は掲出物件

の本体その他規則で定める事項に係る点検を、１年に１回以上行わなければならな

い。ただし、その年において次項の点検を行う場合は、この限りでない。

３　広告物を表示し、若しくは掲出物件を設置する者又はこれらを管理する者は、

当該広告物又は掲出物件のうち、地上から広告物又は掲出物件の上端までの高さ

が４メートルを超えるものについては、屋外広告士（法第10条第２項第３号イに

掲げる者をいう。）又はこれと同等以上の知識を有するものとして規則で定める

者による当該広告物又は掲出物件の本体その他規則で定める事項に係る点検を行

わなければならない。ただし、規則で定める広告物又は掲出物件については、こ

の限りでない。

４　この条例の規定による既設広告物等の表示又は設置の許可又は許可の期間の更

新の許可を受けようとする者は、広告物又は掲出物件のうち、地上から広告物又

は掲出物件の上端までの高さが４メートルを超えるものについては前項の点検の

結果を、地上から広告物又は掲出物件の上端までの高さが４メートル以下のもの

については第２項又は前項の点検の結果を、規則で定めるところにより、知事に

報告しなければならない。

100）

98）

の２

100）

102）

規則第11条の２

 （P100 〜 101）
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２　この条例の規定による許可を受けた者は、当該許可に係る広告物又は掲出物件

の本体その他規則で定める事項に係る点検を、１年に１回以上行わなければならな

い。ただし、その年において次項の点検を行う場合は、この限りでない。

３　広告物を表示し、若しくは掲出物件を設置する者又はこれらを管理する者は、

当該広告物又は掲出物件のうち、地上から広告物又は掲出物件の上端までの高さ

が４メートルを超えるものについては、屋外広告士（法第 条第２項第３号イに

掲げる者をいう。）又はこれと同等以上の知識を有するものとして規則で定める

者による当該広告物又は掲出物件の本体その他規則で定める事項に係る点検を行

わなければならない。ただし、規則で定める広告物又は掲出物件については、こ

の限りでない。

４　この条例の規定による既設広告物等の表示又は設置の許可又は許可の期間の更

新の許可を受けようとする者は、広告物又は掲出物件のうち、地上から広告物又

は掲出物件の上端までの高さが４メートルを超えるものについては前項の点検の

結果を、地上から広告物又は掲出物件の上端までの高さが４メートル以下のもの

については第２項又は前項の点検の結果を、規則で定めるところにより、知事に

報告しなければならない。

100）

98）

の２

100）

101）

102）

102）
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101）

101）

102）

102）
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101）

101）

101）

103）

103）
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101）103）
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103）

104）
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102）

103）104）
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105）

105）

107）
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103）

105）

103）

104）

105）

105）

77



104）

105）
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106）

106）

87）
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105）
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　　附　則（平成23年条例第49号）

この条例は、規則で定める日から施行する。

　　　　　（平成24年規則第４号で平成24年４月１日から施行）

　　附　則（令和３年岡山県条例第17号）

　（施行期日）

１　この条例は、令和３年10月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、同年

４月１日から施行する。

（点検義務の特例）

２　この条例の施行の日から令和４年９月30日までの間は、第２条の規定による改

正後の岡山県屋外広告物条例（以下「新屋外広告物条例」という。）第12条の３

第４項に規定する者は、広告物又は掲出物件のうち、地上から広告物又は掲出物

件の上端までの高さが４メートルを超えるものについては、同条第３項及び第４

項の規定にかかわらず、同条第２項の点検のみを行い、その結果を知事に報告す

ることができる。この場合において、新屋外広告物条例第７条第２項の規定の適

用については、同項中「３年」とあるのは、「１年」とする。

（知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正）

３　知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成11年岡山県条例第51

号）の一部を次のように改正する。

別表第１の65の項ヌ中「第12条の３」を「第12条の３第４項」に改める。

（知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

４　附則第２項の規定によりすることができるとされている、新屋外広告物条例第

12条の３第２項の点検の結果の報告の受理については、各市（岡山市及び倉敷市

を除く。）が処理することとする。

　　附　則（令和４年条例第25号）

この条例は、令和４年４月１日から施行する。

　　附　則（令和５年条例第25号）抄

　（施行期日）

１　この条例は、令和５年10月１日から施行する。

　（規則への委任）

６　この附則に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な経過措置は、規則

で定める。

　　附　則（令和６年条例第51号）

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　　附　則（平成 年条例第 号）

この条例は、規則で定める日から施行する。

　　　　　（平成 年規則第４号で平成 年４月１日から施行）

　　附　則（令和３年岡山県条例第 号）

　（施行期日）

１　この条例は、令和３年 月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、同年

４月１日から施行する。

（点検義務の特例）

２　この条例の施行の日から令和４年９月 日までの間は、第２条の規定による改

正後の岡山県屋外広告物条例（以下「新屋外広告物条例」という。）第 条の３

第４項に規定する者は、広告物又は掲出物件のうち、地上から広告物又は掲出物

件の上端までの高さが４メートルを超えるものについては、同条第３項及び第４

項の規定にかかわらず、同条第２項の点検のみを行い、その結果を知事に報告す

ることができる。この場合において、新屋外広告物条例第７条第２項の規定の適

用については、同項中「３年」とあるのは、「１年」とする。

（知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正）

３　知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成 年岡山県条例第

号）の一部を次のように改正する。

別表第１の の項ヌ中「第 条の３」を「第 条の３第４項」に改める。

（知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

４　附則第２項の規定によりすることができるとされている、新屋外広告物条例第

条の３第２項の点検の結果の報告の受理については、各市（岡山市及び倉敷市

を除く。）が処理することとする。

　　附　則（令和４年条例第 号）

この条例は、令和４年４月１日から施行する。

　　附　則（令和５年条例第 号）抄

　（施行期日）

１　この条例は、令和５年 月１日から施行する。

　（規則への委任）

６　この附則に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な経過措置は、規則

で定める。

　　附　則（令和６年条例第 号）

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

1,780円に10
㎡を超える部
分が1㎡に達
するまでごと
に100円を加
算した額

100枚まで
ごとに

貼り紙及び貼り札等 ４２０

４２０

８１０

１, １７０

１, ４８０

１, ７８０

１, ３７０

２, ７５０

７１０

３, ７８０
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知事の権限に属する事務の処理の特例に関する（抄）等
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４
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ヌ　条例第12条の３第４項の規程による報告の受理
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ヌ　条例第 条の３第４項の規程による報告の受理
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岡山県屋外広告物規則
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○岡山県屋外広告物規則
（昭和41年３月25日岡山県規則第27号）

（趣旨）

第１条　この規則は， 屋外広告物法（昭和24年法律第189号。以下「法」という。）

及び岡山県屋外広告物条例（昭和41年岡山県条例第29号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条　この規則において次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めると

ころによる。

（1）禁止地域　条例第２条各号に掲げる地域及び場所をいう。

（2）許可地域　条例第４条各号に掲げる地域及び場所をいう。

（3）第１種許可地域　許可地域のうち，次に掲げる地域で知事が指定する区域

をいう。

イ　第１種低層住居専用地域及び第２種低層住居専用地域

ロ　条例第４条第１号の４に規定する景観モデル地区（別表第２において「景

観モデル地区」という。）で知事が指定する区域（以下「景観モデル地区

許可地域」という。）

ハ　その他禁止地域，第１種低層住居専用地域及び第２種低層住居専用地域

並びに景観モデル地区許可地域に準ずる地域で，特に良好な環境及び優れ

た景観を維持すべき地域

（4）第２種許可地域　許可地域のうち，次に掲げる地域（第１種許可地域を除

く。）で知事が指定する区域をいう。

イ　景観モデル地区許可地域

ロ　条例第４条第２号に規定する道路及び鉄道等の知事が指定する区間

ハ　条例第４条第３号に規定する道路及び鉄道等に接続する地域で知事が指

定する区域

ニ　その他良好な環境及び優れた景観を維持すべき地域

（5）第３種許可地域　許可地域のうち，第１種許可地域及び第２種許可地域以

外の区域をいう。

２　この規則において「第１種低層住居専用地域」，「第２種低層住居専用地域」，

「近隣商業地域」，「商業地域」，「準工業地域」，「工業地域」又は「工業専用

地域」とは，都市計画法（昭和43年法律第百号）第８条第１項第１号の規定に

より定められた第１種低層住居専用地域，第２種低層住居専用地域，近隣商業

（参　照）

告示

（P133）
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（参　照）

様式第１号

（P167）

地域，商業地域，準工業地域，工業地域又は工業専用地域をいう。

３　この規則において「色」とは，広告物又は広告物を掲出する物件（以下「広

告物等」という。）の表示面の塗装，フィルム，プラスチックその他これらに

類する物の色をいう。

４　この規則において「地色」とは，文字その他の具象的な図柄以外の地の色を

いう。

５　この規則において「赤」，「黄赤」，「黄」，「紫」又は「赤紫」とは，日本工

業規格のマンセル表色系の色相の赤，黄赤，黄，紫又は赤紫をいう。

６　この規則において「彩度」又は「明度」とは， 日本産業規格のマンセル表色

系の彩度又は明度をいう。

７　この規則において「けばけばしい色」とは，彩度が８以上の色をいう。

８　この規則において「暗色」とは，明度が３未満の色をいう。

（許可の申請）

第３条　条例第４条又は第５条第３項の規定により広告物等の表示又は設置の許

可を受けようとする者は、知事が別に定めるところにより申請しなければなら

ない。この場合において、当該広告物等が次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該各号に定める点検の結果を併せて報告しなければならない。

（１）　条例第７条第２項に規定する既設広告物等で地上から広告物等の上端まで

の高さが４メートルを超えるもの　条例第12条の３第３項本文の規定による

点検の結果

（２）　条例第７条第２項に規定する既設広告物等で地上から広告物等の上端まで

の高さが４メートル以下のもの　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に定め

る点検の結果

　　ア　条例第12条の３第２項本文の規定による点検のみを行つた場合　当該

点検の結果（ただし、広告物等の表示面積が１平方メートル未満の場合若しく

は従前の許可期間が１月以内の場合又は当該広告物等がはり紙若しくははり札

等の場合は、この限りでない。）

　　イ　条例第12条の３第３項本文の規定による点検を行つた場合　当該点検

の結果

２　知事は，前項の許可の申請がはり紙，はり札等，広告旗，立看板等，懸垂幕

その他の簡易な広告物等に関する場合において，当該申請に添付すべき書類の

全部又は一部を不要と認めるときは，当該書類の提出を省略させることができ

る。

（表示又は設置の完了の届出）
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（参　照）

様式第１号

（P167）

地域，商業地域，準工業地域，工業地域又は工業専用地域をいう。

３　この規則において「色」とは，広告物又は広告物を掲出する物件（以下「広

告物等」という。）の表示面の塗装，フィルム，プラスチックその他これらに

類する物の色をいう。

４　この規則において「地色」とは，文字その他の具象的な図柄以外の地の色を

いう。

５　この規則において「赤」，「黄赤」，「黄」，「紫」又は「赤紫」とは，日本工

業規格のマンセル表色系の色相の赤，黄赤，黄，紫又は赤紫をいう。

６　この規則において「彩度」又は「明度」とは， 日本産業規格のマンセル表色

系の彩度又は明度をいう。

７　この規則において「けばけばしい色」とは，彩度が８以上の色をいう。

８　この規則において「暗色」とは，明度が３未満の色をいう。

（許可の申請）

第３条　条例第４条又は第５条第３項の規定により広告物等の表示又は設置の許

可を受けようとする者は、知事が別に定めるところにより申請しなければなら

ない。この場合において、当該広告物等が次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該各号に定める点検の結果を併せて報告しなければならない。

（１）　条例第７条第２項に規定する既設広告物等で地上から広告物等の上端まで

の高さが４メートルを超えるもの　条例第12条の３第３項本文の規定による

点検の結果

（２）　条例第７条第２項に規定する既設広告物等で地上から広告物等の上端まで

の高さが４メートル以下のもの　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に定め

る点検の結果

　　ア　条例第12条の３第２項本文の規定による点検のみを行つた場合　当該

点検の結果（ただし、広告物等の表示面積が１平方メートル未満の場合若しく

は従前の許可期間が１月以内の場合又は当該広告物等がはり紙若しくははり札

等の場合は、この限りでない。）

　　イ　条例第12条の３第３項本文の規定による点検を行つた場合　当該点検

の結果

２　知事は，前項の許可の申請がはり紙，はり札等，広告旗，立看板等，懸垂幕

その他の簡易な広告物等に関する場合において，当該申請に添付すべき書類の

全部又は一部を不要と認めるときは，当該書類の提出を省略させることができ

る。

（表示又は設置の完了の届出）

（参　照）

様式第２号

（P172）

規則別表第１

（P119）

規則別表第２の４

第４条　広告物等の表示又は設置の許可を受けた者は，その表示又は設置を完了

したときは，直ちに知事に届け出なければならない。ただし，当該許可の期間

が１月以内の場合又は当該許可がはり紙若しくははり札等に係るものである場

合は，この限りでない。

（適用除外の基準）

第５条　条例第５条の適用除外の基準及び許可基準は，別表第１のとおりとする。

（新たに禁止地域になつた場合に関する特例）

第６条　条例第５条の２の規則で定める堅固な既存広告物等は，鉄骨造り，石造

りその他の耐久性を有する構造により築造された広告板，広告塔その他これら

に類するもので，かつ，建築基準法（昭和25年法律第201号）第88条第１項に

おいて準用する同法第６条第１項の規定により建築主事若しくは建築副主事の

確認を受けたもの又はこれに準ずるものと知事が認めたものとする。

２　条例第５条の２の規定による許可を受けようとする者は，新たに禁止地域に

なつた日から１年以内に知事に申請しなければならない。この場合においては，

第３条又は第11条の規定を準用する。

３　条例第５条の２の規則で定める期間は，３年間とする。

（新たに許可地域となつた場合に関する特例）

第７条　新たに許可地域になつた際，当該地域又は場所に現に適法に表示され，

又は設置されている広告物等については，第14条の許可の基準は，適用しない。

ただし，当該広告物等を変更し，又は改造するときは，この限りでない。

（許可地域内において許可地域の種別に変更があつた場合に関する特例）

第８条　許可地域内において，許可地域の種別（第１種許可地域，第２種許可地

域又は第３種許可地域のいずれであるかの区分をいう。）に変更があつた際，

当該地域又は場所に現に適法に表示され，又は設置されている広告物等につい

ての第14条の許可の基準の適用については，なお従前の例による。ただし，当

該広告物等を変更し，又は改造するときは，この限りでない。

（新たに用途地域が定められた場合に関する特例）

第９条　都市計画法第15条第１項の規定により，同法第８条第１項第１号に規定

する用途地域が定められた際（同法第21条第１項の規定により用途地域が変更

された場合を含む。），当該地域又は場所に現に適法に表示され，又は設置さ

れている広告物等についての第14条の許可の基準の適用については，なお従前

の例による。ただし，当該広告物等を変更し，又は改造するときは，この限り

でない。

（広告物等の総表示面積の規制の基準）
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（参　照）

（P124)

様式第３号

（P173 ～ 175）

様式第４号

（P176）

第10条　条例第６条の２の基準は，別表第２のとおりとする。

（更新の許可申請）

第11条　条例第８条の規定により許可期間の更新の許可を受けようとする者は，

当該許可期間満了の10日前までに知事に申請しなければならない。

２　条例第12条の３第４項の規定による広告物等を点検した結果の報告は、前

項の規定による申請と併せてしなければならない。ただし、当該広告物等の表

示面積が１平方メートル未満の場合（地上から広告物等の上端までの高さが四

メートルを超える場合を除く。）若しくは従前の許可期間が１月以内の場合又

は当該広告物等が貼り紙若しくは貼り札等の場合は、この限りでない。

（点検等）

第11条の２　条例第12条の３第２項の規則で定める事項は、次に掲げるものと

する。

（1）取付け部分の変形又は腐食

（2）主要部材の変形又は腐食

（3）ボルト、ビスその他の固定用金具のさび

（4）表示面の汚染、変色又は剥離

（5）表示面の破損

（6）その他広告物等の形状により特に点検が必要となる箇所

２　条例第12条の３第３項の規則で定める事項は、次に掲げるものとし、広告

物等の形状により点検を要さない事項については省略することができるものと

する。

（1）基礎部及び上部構造

　ア　上部構造全体の傾斜又はぐらつき

　イ　基礎のひび割れ、支柱と根巻き部分との隙間又は支柱のぐらつき

　ウ　鉄骨部のさびの発生又は塗装の老朽化

（2）支持部

　ア　鉄骨接合部の腐食、変形又は隙間

　イ　鉄骨接合部の緩み又は欠落

（3）取付部

　ア　アンカーボルト及びプレートの腐食又は変形

　イ　溶接部又は充填料の劣化その他の異常

　ウ　取付部周辺の異常

（4）広告板

　ア　表示面の腐食、破損、変形又はボルト、ビスその他の固定用金具の欠落
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（参　照）

（P124)

様式第３号

（P173 ～ 175）

様式第４号

（P176）

第10条　条例第６条の２の基準は，別表第２のとおりとする。

（更新の許可申請）

第11条　条例第８条の規定により許可期間の更新の許可を受けようとする者は，

当該許可期間満了の10日前までに知事に申請しなければならない。

２　条例第12条の３第４項の規定による広告物等を点検した結果の報告は、前

項の規定による申請と併せてしなければならない。ただし、当該広告物等の表

示面積が１平方メートル未満の場合（地上から広告物等の上端までの高さが四

メートルを超える場合を除く。）若しくは従前の許可期間が１月以内の場合又

は当該広告物等が貼り紙若しくは貼り札等の場合は、この限りでない。

（点検等）

第11条の２　条例第12条の３第２項の規則で定める事項は、次に掲げるものと

する。

（1）取付け部分の変形又は腐食

（2）主要部材の変形又は腐食

（3）ボルト、ビスその他の固定用金具のさび

（4）表示面の汚染、変色又は剥離

（5）表示面の破損

（6）その他広告物等の形状により特に点検が必要となる箇所

２　条例第12条の３第３項の規則で定める事項は、次に掲げるものとし、広告

物等の形状により点検を要さない事項については省略することができるものと

する。

（1）基礎部及び上部構造

　ア　上部構造全体の傾斜又はぐらつき

　イ　基礎のひび割れ、支柱と根巻き部分との隙間又は支柱のぐらつき

　ウ　鉄骨部のさびの発生又は塗装の老朽化

（2）支持部

　ア　鉄骨接合部の腐食、変形又は隙間

　イ　鉄骨接合部の緩み又は欠落

（3）取付部

　ア　アンカーボルト及びプレートの腐食又は変形

　イ　溶接部又は充填料の劣化その他の異常

　ウ　取付部周辺の異常

（4）広告板

　ア　表示面の腐食、破損、変形又はボルト、ビスその他の固定用金具の欠落

（参　照）

様式第５号

（P178）

　イ　表示面板及び側板を押さえる部品の腐食、破損、ねじれ、変形又は欠損

　ウ　底部の腐食又は水抜穴の詰まり

（5）照明装置

　ア　不点灯又は不発光

　イ　取付部の破損、変形、さび又は漏水

　ウ　周辺機器の劣化又は破損

（6）その他

　ア　付属部材の腐食又は破損

　イ　避雷針の腐食又は破損

　ウ　その他広告物等の形状により特に点検が必要となる箇所

３　条例第12条の３第３項の規則で定める者は、次に掲げる者とする。

（1）建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第２項に規定する１級建築士又

は同条第３項に規定する２級建築士

（2）建築基準法施行規則（昭和25年省令第40号）第６条の６の表 ( 一 ) の項 ( は )

欄に規定する特定建築物調査員

（3）建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第34条第１項の表検定種目の欄

中建築施工管理又は電気工事施工管理の技術検定に１級の区分で合格した者

であつて、条例第21条の11第２項第２号又は第３号に規定する課程を修了

した者

（4）電気事業法（昭和39年法律第170号）第44条第１項第１号から第３号まで

に掲げる主任技術者免状の交付を受けている者であつて条例第21条の11第

２項第２号又は第３号に規定する課程を修了した者

（5）知事が別に認める広告物等の点検に係る技能講習を修了した者

４　条例第12条の３第３項ただし書の規則で定める広告物又は掲出物件は、従

前の設置の許可期間が１月以内のもの又ははり紙若しくははり札等の場合若し

くは建築物に直接塗装して表示されているものとする。

５　条例第12条の３第４項の規定による報告は、申請前３月以内に行つた点検

の結果によるものとする。

６　条例第７条第１項の規定による許可の期間が１年を超える場合は、当該期間

中に実施した条例第12条の３第２項又は第３項に規定する点検の結果を、当該

期間が終了するまでの間保存しなければならない。

（変更等の許可申請）

第12条　条例第９条第１項の規定により変更又は改造の許可を受けようとする者

は、知事が別に定めるところにより申請しなければならない。
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（参　照）

規則別表第２（P123）

２　第４条の規定は，広告物等の変更又は改造を完了した場合について準用する。

（許可を要しない軽微な変更等）

第13条　条例第９条第１項ただし書の規則で定める軽微な変更又は改造は，次に

掲げるとおりとする。

（1）既設の広告物等の表示内容，意匠若しくは色彩又は特に付された条件に変

更を加えない程度の修繕，補強又は塗替え

（2）劇場，映画館等の常設興行場が広告物を掲出する物件の位置及び形状を変

更することなく行う，興行内容を表示する広告物の短期かつ定期的な変更

（3）掲示板の位置及び形状を変更することなく行う，当該掲示板に表示される

新聞，ポスター等の広告物の短期かつ定期的な変更

（4）店舗，事業所等が自己の店舗，事業所等の建物の壁面に設けた懸垂幕を掲

出する装置の位置及び形状を変更することなく行う，当該装置に表示される

自己の営業内容等を表示する懸垂幕の短期かつ定期的な変更

（5）路線バス又は路面電車の車体に設けた広告物を掲出する装置の位置及び形

状を変更することなく行う，当該装置に表示される広告物の変更

（許可基準）

第14条　条例第10条第１項の規定による許可基準は，別表第２のとおりとする。

（許可証）

第15条　条例第11条に規定する許可の証票は，様式第１号のとおりとする。

（除却の届出）

第16条　条例第13条第２項の規定により届出をしようとする者は，知事が別に定

めるところにより届け出なければならない。

（違反広告物である旨の表示）

第17条　条例第16条の２の規定による違反広告物である旨の表示は，様式第２号

による表示書を当該違反広告物等にはり付けして行うものとする。

（公示等の場所）

第17条の２　条例第16条の４第１項第１号及び第２項の規則で定める場所は，広

告物又は掲出物件の所在地を所管する事務所とする。

（保管広告物等一覧簿の様式）

第17条の３　条例第16条の４第２項の規則で定める様式は，様式第３号のとおり

とする。

（受領書の様式）

第17条の４　条例第16条の８の規則で定める様式は，様式第４号のとおりとする。

（身分を示す証明書）
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（参　照）

規則別表第２（P123）

２　第４条の規定は，広告物等の変更又は改造を完了した場合について準用する。

（許可を要しない軽微な変更等）

第13条　条例第９条第１項ただし書の規則で定める軽微な変更又は改造は，次に

掲げるとおりとする。

（1）既設の広告物等の表示内容，意匠若しくは色彩又は特に付された条件に変

更を加えない程度の修繕，補強又は塗替え

（2）劇場，映画館等の常設興行場が広告物を掲出する物件の位置及び形状を変

更することなく行う，興行内容を表示する広告物の短期かつ定期的な変更

（3）掲示板の位置及び形状を変更することなく行う，当該掲示板に表示される

新聞，ポスター等の広告物の短期かつ定期的な変更

（4）店舗，事業所等が自己の店舗，事業所等の建物の壁面に設けた懸垂幕を掲

出する装置の位置及び形状を変更することなく行う，当該装置に表示される

自己の営業内容等を表示する懸垂幕の短期かつ定期的な変更

（5）路線バス又は路面電車の車体に設けた広告物を掲出する装置の位置及び形

状を変更することなく行う，当該装置に表示される広告物の変更

（許可基準）

第14条　条例第10条第１項の規定による許可基準は，別表第２のとおりとする。

（許可証）

第15条　条例第11条に規定する許可の証票は，様式第１号のとおりとする。

（除却の届出）

第16条　条例第13条第２項の規定により届出をしようとする者は，知事が別に定

めるところにより届け出なければならない。

（違反広告物である旨の表示）

第17条　条例第16条の２の規定による違反広告物である旨の表示は，様式第２号

による表示書を当該違反広告物等にはり付けして行うものとする。

（公示等の場所）

第17条の２　条例第16条の４第１項第１号及び第２項の規則で定める場所は，広

告物又は掲出物件の所在地を所管する事務所とする。

（保管広告物等一覧簿の様式）

第17条の３　条例第16条の４第２項の規則で定める様式は，様式第３号のとおり

とする。

（受領書の様式）

第17条の４　条例第16条の８の規則で定める様式は，様式第４号のとおりとする。

（身分を示す証明書）

（参　照）

様式第７号（P179）

様式第８号（P180）

様式第９号

（P181）

第18条　条例第17第３項に規定する身分を示す証明書は，様式第５号によるも

のとする。

（管理者等の届出）

第19条　条例第19条の規定により届出をしようとする者は，知事が別に定めると

ころにより届け出なければならない。

（モデル地区基本方針の公告）

第20条　条例第19条の３第４項（同条第６項において準用する場合を含む。）の

規定による公告は，次に掲げる事項について行うものとする。

（1）モデル地区の名称

（2）モデル地区の区域又は予定区域

（3）モデル地区基本方針の名称

（4）モデル地区基本方針の決定又は変更の案の概要

（5）モデル地区基本方針の決定又は変更の案の縦覧場所

（広告物協定地区の指定）

第21条　条例第19条の６第１項の規定により広告物協定地区の指定を受けようと

する者は，広告物協定書を作成し，その代表者により知事に申請しなければな

らない。

２　条例第19条の６第３項の規定による広告物協定地区の指定は，広告物協定が

次に掲げる要件を満たす場合について行うものとする。

（1）広告物協定の内容が広告物協定地区の景観及び環境に適合していること。

（2）この規則に基づく基準及び許可基準と食い違わないこと。

（3）町内会，商店街等の区域その他相当規模の一団の士地又は相当の区間にわ

たる土地の区間を対象としていること。

（4）有効期間が５年以上であること。

（5）広告物協定に係る土地の区域内における土地の所有者及び建築物，広告物

等その他工作物の所有を目的とする地上権又は賃借権を有する者（当該土地

及び建築物，広告物等その他工作物を管理する者を含む。）の３分の２以上

の合意によるものであること。

（屋外広告業の登録）

第22条　条例第21条の２第１項又は第３項の登録を受けようとする者は，知事が

別に定めるところにより申請しなければならない。

２　屋外広告業者は，条例第21条の２第３項の規定による更新の登録を受けよう

とするときは，その者が現に受けている登録の有効期間の満了の日の30日前ま

でに当該更新の登録を申請しなければならない。

180）

181）

182）
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（参　照）

様式第13号

（P185）

３　知事は，第１項の登録をしたときは，当該登録を受けた者にその旨を通知す

るものとする。

（登録申請書の添付書類）

第22条の２　条例第21条の３第２項の規則で定める書類は，次に掲げるものとす

る。

（1）登録申請者が選任した業務主任者が条例第21条の11第２項に掲げる者のい

ずれかに適合する者であることを証する書面

（2）登録申請者（法人である場合にあつてはその役員を，営業に関し成年者と

同一の能力を有しない未成年者である場合にあつてはその法定代理人（法定

代理人が法人である場合にあつては，その役員。以下同じ。）を含む。）の略

歴を記載した書面

（3）登記事項証明書（登録申請者が法人である場合に限る。）

２　知事は、次に掲げる者に係る本人確認情報（住民基本台帳法（昭和42年法律

第81号）第30条の６第１項に規定する本人確認情報をいう。以下同じ。）につい

て、同法第30条の13第２項の規定による提供を受けることができないとき、又

は同法第30条の15第１項の規定による利用ができないときは、登録申請者に対

し、住民票の抄本又はこれに代わる書面を提出させることができる。

（1）登録申請者が個人である場合にあつては，当該登録申請者（当該登録申請

者が屋外広告業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場

合にあつては，当該登録申請者及びその法定代理人）

（2）登録申請者が法人である場合にあつては，その役員（当該役員が屋外広告

業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合にあつて

は，当該役員及びその法定代理人）

（3）登録申請者が選任した業務主任者

第22条の３　条例第21条の６第１項の規定により変更の届出をする場合におい

て，当該変更が次の各号に掲げるものであるときは，当該各号に掲げる書面を

添付して知事が別に定めるところにより届け出なければならない。

（1）条例第21条の３第１項第１号に掲げる事項の変更（変更の届出をする者が

法人である場合に限る。）　登記事項証明書

（2）条例第21条の３第１項第２号に掲げる事項の変更（商業登記の変更を必要

とする場合に限る。）　登記事項証明書

（3）条例第21条の３第１項第３号に掲げる事項の変更　登記事項証明書，前条

第１項第２号の書面及び条例第21条の３第２項の誓約書

（4）条例第21条の３第１項第４号に掲げる事項の変更　前条第１項第２号の書

186）
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（参　照）

様式第13号

（P185）

３　知事は，第１項の登録をしたときは，当該登録を受けた者にその旨を通知す

るものとする。

（登録申請書の添付書類）

第22条の２　条例第21条の３第２項の規則で定める書類は，次に掲げるものとす

る。

（1）登録申請者が選任した業務主任者が条例第21条の11第２項に掲げる者のい

ずれかに適合する者であることを証する書面

（2）登録申請者（法人である場合にあつてはその役員を，営業に関し成年者と

同一の能力を有しない未成年者である場合にあつてはその法定代理人（法定

代理人が法人である場合にあつては，その役員。以下同じ。）を含む。）の略

歴を記載した書面

（3）登記事項証明書（登録申請者が法人である場合に限る。）

２　知事は、次に掲げる者に係る本人確認情報（住民基本台帳法（昭和42年法律

第81号）第30条の６第１項に規定する本人確認情報をいう。以下同じ。）につい

て、同法第30条の13第２項の規定による提供を受けることができないとき、又

は同法第30条の15第１項の規定による利用ができないときは、登録申請者に対

し、住民票の抄本又はこれに代わる書面を提出させることができる。

（1）登録申請者が個人である場合にあつては，当該登録申請者（当該登録申請

者が屋外広告業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場

合にあつては，当該登録申請者及びその法定代理人）

（2）登録申請者が法人である場合にあつては，その役員（当該役員が屋外広告

業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合にあつて

は，当該役員及びその法定代理人）

（3）登録申請者が選任した業務主任者

第22条の３　条例第21条の６第１項の規定により変更の届出をする場合におい

て，当該変更が次の各号に掲げるものであるときは，当該各号に掲げる書面を

添付して知事が別に定めるところにより届け出なければならない。

（1）条例第21条の３第１項第１号に掲げる事項の変更（変更の届出をする者が

法人である場合に限る。）　登記事項証明書

（2）条例第21条の３第１項第２号に掲げる事項の変更（商業登記の変更を必要

とする場合に限る。）　登記事項証明書

（3）条例第21条の３第１項第３号に掲げる事項の変更　登記事項証明書，前条

第１項第２号の書面及び条例第21条の３第２項の誓約書

（4）条例第21条の３第１項第４号に掲げる事項の変更　前条第１項第２号の書

（参　照）

様式第14号

（P186）

面及び条例第21条の３第２項の誓約書

（5）条例第21条の３第１項第５号に掲げる事項の変更　前条第１項第１号の書

面

２　知事は，前条第２項各号に掲げる者に係る本人確認情報について，住民基本

台帳法第30条の13第２項の規定による提供を受けることができないとき，又

は同法第30条の15第１項の規定による利用ができないときは，変更の届出を

した者に対し，住民票の抄本又はこれに代わる書面を提出させることができる。

（廃業等の届出）

第22条の４　条例第21条の８第１項の規定による廃業等の届出は知事が別に定め

るところにより行うものとする。

（標識の掲示）

第22条の５　条例第21条の12の標識は縦20センチメートル以上、横15センチメー

トル以上とする。

２　条例第21条の12の規則で定める事項は，次に掲げる事項とする。

（1）　代表者の氏名（屋外広告業者が法人である場合に限る。）

（2）　登録番号及び登録年月日

（3）　登録有効期間

（4）　営業所名

（5）　業務主任者の氏名

（帳簿の記載事項等）

第22条の６　条例第21条の13の規定により屋外広告業者が備える帳簿の記載事項

は，次に掲げる事項とする。

（1）注文者の氏名又は名称若しくは商号及び住所

（2）広告物の表示又は掲出物件の設置の場所

（3）表示した広告物又は設置した掲出物件の名称又は種類及び数量

（4）表示した広告物の内容

（5）広告物又は掲出物件の表示又は設置の年月日

（6）請負金額

２　前項各号に掲げる事項が電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク，

シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録

しておくことができる物（以下「磁気ディスク等」という。）に記録され，必

要に応じ屋外広告業者の営業所において電子計算機その他の機器を用いて明確

に紙面に表示されるときは，当該記録をもつて前項の帳簿への記載に代えるこ

とができる。

187）
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（参　照）

様式第16号

（P187）

３　帳簿（前項の規定により記録が行われた磁気ディスク等を含む。次項におい

て同じ。）は，広告物の表示又は設置の契約ごとに作成しなければならない。

４　屋外広告業者は，帳簿を各事業年度の末日をもつて閉鎖するものとし，閉鎖

後５年間営業所ごとに当該帳簿を保存しなければならない。

（監督処分簿の備付け場所等）

第22条の７　条例第21条の15第１項の閲覧所を岡山県土木部都市局都市計画課内

に置く。

２　屋外広告業者監督処分簿の閲覧時間は，毎日（岡山県の休日を定める条例（平

成元年岡山県条例第２号）第１条第１項に規定する県の休日を除く。）午前９

時から午後４時30分まで（正午から午後１時までを除く。）とする。

３　条例第21条の15第２項の規則で定める事項は，次に掲げる事項とする。

（1）処分を受けた屋外広告業者の商号，名称又は氏名及び住所

（2）処分を受けた営業所の名称及び所在地

（3）処分を受けた屋外広告業者の登録番号又は届出番号

（4）処分の根拠となる法令の条項

（5）処分の原因となつた事実

（6）その他参考となる事項

４　屋外広告業者監督処分簿は，条例第21条の14第１項に規定する処分１件ごと

に作成するものとし，その保存期間は，それぞれ当該処分の日から５年間とす

る。

（特例屋外広告業者の届出）

第22条の８　条例第21条の17第２項の規定により屋外広告業者とみなされた者

（第３項，第４項及び第６項において「特例屋外広告業者」という。）が同条

第３項の規定による届出を行おうとするときは，知事が別に定めるところによ

り届け出なければならない。

２　前項の届出書には，次の書類を添付しなければならない。

（1）岡山市長又は倉敷市長の登録を受けたことを証する書面

（2）第22条の２第１項第１号に掲げる書面

３　条例第21条の12の規定により特例屋外広告業者が掲げる標識は、次のとおり

とする。この場合において、同条中「登録番号」とあるのは、「届出番号」と読

み替えるものとする。

（1）標識は縦20センチメートル以上、横15センチメートル以上とする。

（2）　次に掲げる事項を記載すること。

　　イ　代表者の氏名（特例屋外広告業者が法人である場合に限る。)

188）
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（参　照）

様式第16号

（P187）

３　帳簿（前項の規定により記録が行われた磁気ディスク等を含む。次項におい

て同じ。）は，広告物の表示又は設置の契約ごとに作成しなければならない。

４　屋外広告業者は，帳簿を各事業年度の末日をもつて閉鎖するものとし，閉鎖

後５年間営業所ごとに当該帳簿を保存しなければならない。

（監督処分簿の備付け場所等）

第22条の７　条例第21条の15第１項の閲覧所を岡山県土木部都市局都市計画課内

に置く。

２　屋外広告業者監督処分簿の閲覧時間は，毎日（岡山県の休日を定める条例（平

成元年岡山県条例第２号）第１条第１項に規定する県の休日を除く。）午前９

時から午後４時30分まで（正午から午後１時までを除く。）とする。

３　条例第21条の15第２項の規則で定める事項は，次に掲げる事項とする。

（1）処分を受けた屋外広告業者の商号，名称又は氏名及び住所

（2）処分を受けた営業所の名称及び所在地

（3）処分を受けた屋外広告業者の登録番号又は届出番号

（4）処分の根拠となる法令の条項

（5）処分の原因となつた事実

（6）その他参考となる事項

４　屋外広告業者監督処分簿は，条例第21条の14第１項に規定する処分１件ごと

に作成するものとし，その保存期間は，それぞれ当該処分の日から５年間とす

る。

（特例屋外広告業者の届出）

第22条の８　条例第21条の17第２項の規定により屋外広告業者とみなされた者

（第３項，第４項及び第６項において「特例屋外広告業者」という。）が同条

第３項の規定による届出を行おうとするときは，知事が別に定めるところによ

り届け出なければならない。

２　前項の届出書には，次の書類を添付しなければならない。

（1）岡山市長又は倉敷市長の登録を受けたことを証する書面

（2）第22条の２第１項第１号に掲げる書面

３　条例第21条の12の規定により特例屋外広告業者が掲げる標識は、次のとおり

とする。この場合において、同条中「登録番号」とあるのは、「届出番号」と読

み替えるものとする。

（1）標識は縦20センチメートル以上、横15センチメートル以上とする。

（2）　次に掲げる事項を記載すること。

　　イ　代表者の氏名（特例屋外広告業者が法人である場合に限る。)

（参　照）

様式第18号

（P189）

様式第14号

（P186）

　　ロ　届出年月日

　　ハ　届出有効期間

　　二　営業所名

　　ホ　業務主任者の氏名

４　特例屋外広告業者は，次の各号に掲げる事項に変更があつたときは，その日

から30日以内に，知事に届け出なければならない。

（1）商号，名称又は氏名及び住所並びに法人にあつては，その代表者の氏名

（2）岡山市及び倉敷市の区域外で営業を行う営業所の名称及び所在地

（3）前号の営業所ごとに置かれる業務主任者の氏名

５　前項の場合において，当該変更が同項第３号に掲げる事項の変更であるとき

は，第２項第２号に掲げる書面を添付して知事が別に定めるところにより届け

出なければならない。

６　特例屋外広告業者は，屋外広告業を廃止したときは，知事が別に定めるとこ

ろにより届け出なければならない。

７　知事は，第１項又は第４項の届出を受理したときは，当該届出をした者にそ

の旨を通知するものとする。

（講習会）

第23条　条例第21条の10第１項の講習会（以下「講習会」という。）は，原則と

して年１回開催するものとする。

２　知事は，講習会を開催する日時，場所その他講習会の開催に関し必要な事項

をあらかじめ公表するものとする。

３　講習科目は，次のとおりとする。ただし，建築士法（昭和25年法律第202号）

第２条第１項に規定する建築士の資格を有する者，電気工事士法（昭和35年法

律第139号）第３条に規定する電気工事土の資格を有する者，電気事業法（昭

和39年法律第170号）第44条第１項に規定する第１種電気主任技術者免状，第

２種電気主任技術者免状又は第３種電気主任技術者免状の交付を受けている者

及び職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）に基づく帆布製品製造に係る

職業訓練指導員の免許を受けた者，技能検定に合格した者又は職業訓練を修了

した者については，その事実を証する書類を提出させて第３号の科目を免除す

るものとする。

（1）法，条例その他屋外広告物に関する関係法令

（2）屋外広告物の表示の方法

（3）屋外広告物の施工

４　講習会を受けようとする者は，知事が別に定めるところにより申請しなけれ

190）

187）
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（参　照）

ばならない。

５　知事は，当該講習会を修了した旨を証する書面を交付するものとする。

６　講習会の運営に関する事務は，講習会の開催の公表及び講習会修了の判定を

除き，他の者に委託することができる。

（屋外広告物除却員）

第24条　法第７条第２項から第４項までの規定により，条例第２条から第４条ま

で及び第６条の規定に違反した広告物等を除却させるため，屋外広告物除却員

を置く。

２　前項の屋外広告物除却員は，除却しようとする場合にあつては，その身分を

示す証明書（様式第５号）を携帯し，関係人の請求があつたときは，これを提

示しなければならない。

（申請手続き等）

第25条　この規則の規定による申請、届出及び報告（第21条から第23条までの規

定によるものを除く。）は、広告物等を表示し、又は設置する場所を所轄する県

民局長にしなければならない。ただし、東備地域管理課、井笠地域管理課、高

梁地域管理課、新見地域管理課、真庭地域管理課及び勝英地域管理課の所管に

係るものにあつては、当該課の長を経由しなければならない。

（その他）

第26条　この規則の施行に関し必要な事項は、知事が別に定める。

　　附　則

（施行期日）

１　この規則は，昭和41年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則施行の際，現に適法に表示され又は設置されている広告物又は広告

物を提出する物件に係る第４条及び第７条に規定する基準については，この規

則施行の日から，知事の認めた堅固なものについては２年間，その他のものに

ついては１年間，なお従前の例による。

　　附　則（昭和42年規則第35号）

この規則は，昭和42年４月１日から施行する。

　　附　則（昭和44年規則第10号）

この規則は，昭和44年４月１日から施行する。

　　附　則（昭和45年規則第28号）

（施行期日）

１　この規則は，公布の日から施行する。
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（参　照）

ばならない。

５　知事は，当該講習会を修了した旨を証する書面を交付するものとする。

６　講習会の運営に関する事務は，講習会の開催の公表及び講習会修了の判定を

除き，他の者に委託することができる。

（屋外広告物除却員）

第24条　法第７条第２項から第４項までの規定により，条例第２条から第４条ま

で及び第６条の規定に違反した広告物等を除却させるため，屋外広告物除却員

を置く。

２　前項の屋外広告物除却員は，除却しようとする場合にあつては，その身分を

示す証明書（様式第５号）を携帯し，関係人の請求があつたときは，これを提

示しなければならない。

（申請手続き等）

第25条　この規則の規定による申請、届出及び報告（第21条から第23条までの規

定によるものを除く。）は、広告物等を表示し、又は設置する場所を所轄する県

民局長にしなければならない。ただし、東備地域管理課、井笠地域管理課、高

梁地域管理課、新見地域管理課、真庭地域管理課及び勝英地域管理課の所管に

係るものにあつては、当該課の長を経由しなければならない。

（その他）

第26条　この規則の施行に関し必要な事項は、知事が別に定める。

　　附　則

（施行期日）

１　この規則は，昭和41年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則施行の際，現に適法に表示され又は設置されている広告物又は広告

物を提出する物件に係る第４条及び第７条に規定する基準については，この規

則施行の日から，知事の認めた堅固なものについては２年間，その他のものに

ついては１年間，なお従前の例による。

　　附　則（昭和42年規則第35号）

この規則は，昭和42年４月１日から施行する。

　　附　則（昭和44年規則第10号）

この規則は，昭和44年４月１日から施行する。

　　附　則（昭和45年規則第28号）

（施行期日）

１　この規則は，公布の日から施行する。

（参　照）

（経過措置）

２　この規則施行の際現に岡山県屋外広告物条例（昭和24年岡山県条例第72号）

第４条，第８条又は第９条の規定により許可を受けて表示されている広告物又

は設置されている広告物を掲出する物件に係るこの規則の適用については，当

該許可に係る期間満了までは，なお従前の例による。

　　附　則（昭和47年規則第31号）

（施行期日）

１　この規則は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この規則施行の際現に岡山県屋外広告物条例（昭和41年岡山県条例第29号）

第４条，第８条又は第９条の規定により許可を受けて表示されている広告物又

は設置されている広告物については，この規則施行の日から，知事の認めた堅

固なものについては２年間，その他のものについては１年間，なお従前の例に

よる。

　　附　則（昭和49年規則第27号）

　　この規則は，公布の日から施行する。ただし，第11条の次に第12条を加える

改正規定及び様式第８号の次に様式第９号，様式第10号及び様式第11号を加え

る改正規定は，同年10月１日から施行する。

　　附　則（昭和49年規則第48号）抄

（施行期日）

１　この規則は，公布の日から施行する。

　　附　則（昭和52年規則第32号）

（施行期日）

１　この規則は，昭和52年６月１日から施行する。

（経過規定）

２　この規則施行の際，現に適法に表示され，又は設置されている広告物又は広

告物を掲示する物件に対する第４条又は第７条の基準の適用については，なお

従前の例による。

３　この規則による改正前の様式による用紙等は，当分の間，所要の調整をして

使用することができる。

　　附　則（昭和56年規則第30号）抄

（施行期日）

１　この規則は，公布の日から施行する。

　　附　則（平成元年規則第48号）
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（参　照）

（施行期日）

１　この規則は，平成元年６月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正後の岡山県屋外広告物規則（以下「新規則」という。）

第４条（第12条第２項において準用する場合を含む。）の規定は，この規則の

施行の日（以下「施行日」という。）以後に許可を受ける広告物又は広告物を

掲出する物件（以下「広告物等」という。）について適用し，施行日前に許可

を受けた広告物等については，なお従前の例による。

３　新規則第５条及び第14条の基準及び許可の基準は，施行日以後に新規則に基

づき表示され，又は設置される広告物等について適用し，施行目前に適法に表

示され，又は設置された広告物等（この規則による改正前の岡山県屋外広告物

規則（次項において「旧規則」という。）に基づき許可又は許可の申請があつ

たものを含むものとし，次項に規定するものを除く。以下この項において「既

存広告物等」という。）については，なお従前の例による。ただし，既存広告

物等を変更し，又は改造するときは，この限りでない。

４　岡山県屋外広告物条例第２条各号に掲げる地域又は場所において，施行日前

に適法に表示され，又は設置された広告物等（旧規則に基づき許可又は許可の

申請があつたものを含む。以下この項において「既存広告物等」という。）に

ついては，施行日から起算して３年間は，新規則第５条の基準及び許可の基準

は，適用しない。ただし，既存広告物等を変更し，又は改造するときは，この

限りでない。

５　岡山県屋外広告物条例の一部を改正する条例（昭和63年岡山県条例第32号。 

次項において「改正条例」という。）附則第２項の規則で定める堅固な既存広

告物等については，新規則第６条の規定を準用する。この場合において，同条

第３項中「３年間」とあるのは，「２年間」と読み替えるものとする。

６　改正条例附則第３項ただし書の規定による同項の既存広告物等を変更し，又

は改造する場合の新規則第10条の規定の適用については，総表示面積のうち同

条の基準を超過する表示面積を各広告物等の表示面積に応じて案分した場合の

面積を各広告物等の超過面積とする。ただし，当該建築物に表示され，又は設

置されている各広告物等の所有者が一の場合は，この限りでない。

（関係規則の一部改正）

７　岡山県屋外広告物審議会規則（昭和35年岡山県規則第10号）の一部を次のよ

うに改正する。

〔次のよう〕略
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（参　照）

（施行期日）

１　この規則は，平成元年６月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正後の岡山県屋外広告物規則（以下「新規則」という。）

第４条（第12条第２項において準用する場合を含む。）の規定は，この規則の

施行の日（以下「施行日」という。）以後に許可を受ける広告物又は広告物を

掲出する物件（以下「広告物等」という。）について適用し，施行日前に許可

を受けた広告物等については，なお従前の例による。

３　新規則第５条及び第14条の基準及び許可の基準は，施行日以後に新規則に基

づき表示され，又は設置される広告物等について適用し，施行目前に適法に表

示され，又は設置された広告物等（この規則による改正前の岡山県屋外広告物

規則（次項において「旧規則」という。）に基づき許可又は許可の申請があつ

たものを含むものとし，次項に規定するものを除く。以下この項において「既

存広告物等」という。）については，なお従前の例による。ただし，既存広告

物等を変更し，又は改造するときは，この限りでない。

４　岡山県屋外広告物条例第２条各号に掲げる地域又は場所において，施行日前

に適法に表示され，又は設置された広告物等（旧規則に基づき許可又は許可の

申請があつたものを含む。以下この項において「既存広告物等」という。）に

ついては，施行日から起算して３年間は，新規則第５条の基準及び許可の基準

は，適用しない。ただし，既存広告物等を変更し，又は改造するときは，この

限りでない。

５　岡山県屋外広告物条例の一部を改正する条例（昭和63年岡山県条例第32号。 

次項において「改正条例」という。）附則第２項の規則で定める堅固な既存広

告物等については，新規則第６条の規定を準用する。この場合において，同条

第３項中「３年間」とあるのは，「２年間」と読み替えるものとする。

６　改正条例附則第３項ただし書の規定による同項の既存広告物等を変更し，又

は改造する場合の新規則第10条の規定の適用については，総表示面積のうち同

条の基準を超過する表示面積を各広告物等の表示面積に応じて案分した場合の

面積を各広告物等の超過面積とする。ただし，当該建築物に表示され，又は設

置されている各広告物等の所有者が一の場合は，この限りでない。

（関係規則の一部改正）

７　岡山県屋外広告物審議会規則（昭和35年岡山県規則第10号）の一部を次のよ

うに改正する。

〔次のよう〕略

（参　照）

８　岡山県行政組織規則（昭和41年岡山県規則第32号）の一部を次のように改正

する。

〔次のよう〕略

９　岡山県事務処理規則（昭和44年岡山県規則第55号）の一部を次のように改正

する。

〔次のよう〕略

10　岡山県土木監視員設置規則（昭和49年岡山県規則第52号）の一部を次のよう

に改正する。

〔次のよう〕略

　　附　則（平成２年規則第９号）

この規則は，平成２年４月１日から施行する。

　　附　則（平成３年規則第56号）

この規則は，公布の日から施行する。

　　附　則（平成６年規則第15号）抄

（施行期日）

１　この規則は，平成６年４月１日から施行する。

　　附　則（平成８年規則第24号）

（施行期日）

１　この規則は，平成８年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則の施行の際現に都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律

（平成４年法律第82号）第１条の規定による改正前の都市計画法（昭和43年法

律第100号）の規定により定められている都市計画区域内の第１種住居専用地

域，第２種住居専用地域及び住居地域に関しては，平成８年６月24日（同日前

に同条の規定による改正後の都市計画法第２章の規定により，当該都市計画区

域について，用途地域に関する都市計画が決定されたときは，当該都市計画の

決定に係る都市計画法第20条第１項の規定による告示があった日）までの間は，

この規則による改正前の岡山県屋外広告物規則（以下「旧規則」という。）第

２条第１項第３号及び第２項並びに様式第１号別紙の規定は，なおその効力を

有する。

３　旧規則に定める様式による用紙は，当分の間所要の調整をして使用すること

ができる。

　　附　則（平成９年規則第40号）抄

（施行期日）
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（参　照）

１　この規則は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正前の次に掲げる規則に定める様式による用紙は，当分の

間，所要の調整をして使用することができる。

（42）　岡山県屋外広告物規則

　　附　則（平成10年規則第26号）抄

（施行期日）

１　この規則は，平成10年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正前の次に掲げる規則に定める様式による用紙は，当分の

間，所要の調整をして使用することができる。

（34）　岡山県屋外広告物規則

　　附　則（平成12年規則第90号）抄

（施行期日）

１　この規則は，平成12年４月１日から施行する。

　　附　則（平成16年規則第28号）

（施行期日）

１　この規則は，平成16年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正前の岡山県屋外広告物規則に定める様式による用紙は，

当分の間，所要の調整をして使用することができる。

　　附　則（平成16年規則第105 号）

この規則は，公布の日から施行する。

　　附　則（平成17年規則第30号）

（施行期日）

１　この規則は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正前の岡山県屋外広告物規則に定める様式による用紙は，

当分の間，所要の調整をして使用することができる。

　　附　則（平成17年規則第53号）抄

（施行期日）

１　この規則は，平成17年４月１日から施行する。

　　附　則（平成17年規則第128号）

（施行期日）
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（参　照）

１　この規則は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正前の次に掲げる規則に定める様式による用紙は，当分の

間，所要の調整をして使用することができる。

（42）　岡山県屋外広告物規則

　　附　則（平成10年規則第26号）抄

（施行期日）

１　この規則は，平成10年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正前の次に掲げる規則に定める様式による用紙は，当分の

間，所要の調整をして使用することができる。

（34）　岡山県屋外広告物規則

　　附　則（平成12年規則第90号）抄

（施行期日）

１　この規則は，平成12年４月１日から施行する。

　　附　則（平成16年規則第28号）

（施行期日）

１　この規則は，平成16年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正前の岡山県屋外広告物規則に定める様式による用紙は，

当分の間，所要の調整をして使用することができる。

　　附　則（平成16年規則第105 号）

この規則は，公布の日から施行する。

　　附　則（平成17年規則第30号）

（施行期日）

１　この規則は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正前の岡山県屋外広告物規則に定める様式による用紙は，

当分の間，所要の調整をして使用することができる。

　　附　則（平成17年規則第53号）抄

（施行期日）

１　この規則は，平成17年４月１日から施行する。

　　附　則（平成17年規則第128号）

（施行期日）

（参　照）

１　この規則は，平成17年10月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正前の岡山県屋外広告物規則に定める様式による用紙は，

当分の間，所要の調整をして使用することができる。

　　附　則（平成19年規則第21号）

この規則中第15条及び様式第６号の改正規定は公布の日から，様式第９号の改正

規定は平成19年４月１日から施行する。

　　附　則（平成20年規則第38号）

（施行期日）

１　この規則は，平成20年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正後の岡山県屋外広告物規則第14条の許可の基準は，この

規則の施行の日以後に許可を受ける広告物又は広告物を掲出する物件（以下「広

告物等」という。）について適用し，施行日前に許可を受けた広告物等（以下

「既存広告物等」という。）については，なお従前の例による。ただし，既存

広告物等を変更し，又は改造するときは，この限りでない。

３　この規則による改正前の岡山県屋外広告物規則に定める様式による用紙は，

当分の間，所要の調整をして使用することができる。

　　附　則（平成20年規則第81号）

（施行期日）

１　この規則は，平成20年12月１日から施行する。

（経過措置）

２　第２条の規定による改正前の岡山県屋外広告物規則に定める様式による用紙

は，当分の間，所要の調整をして使用することができる。

　　附　則（平成21年規則第36号）抄

（施行期日）

１　この規則は，平成21年４月１日から施行する。

（施行期日）

１　この規則は，平成22年10月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正後の岡山県屋外広告物規則第14条の許可の基準は，こ

の規則の施行の日以後に許可を受ける広告物又は広告物を掲出する物件（以下

「広告物等」という。）について適用し，同日前に許可を受けた広告物等（以下

「既存広告物等」という。）については，なお従前の例による。ただし、既存広
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（参　照）

告物等を変更し，又は改造するときは，この限りでない。

　　附　則（平成23年規則第72号）

（施行期日）

１　この規則は，平成24年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正前の岡山県屋外広告物規則に定める様式による用紙は，

当分の間，所要の調整をして使用することができる。

　　附　則（平成25年規則第18号）

（施行期日）

１　この規則は，平成25年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正前の岡山県屋外広告物規則に定める様式による用紙は，

当分の間，所要の調整をして使用することができる。

　　附　則（平成25年規則第30号）抄

（施行期日）

１　この規則は，平成25年４月１日から施行する。

　　附　則（平成27年規則第27号）抄

（施行期日）

１　この規則は，平成27年４月１日から施行する。

　　附　則（平成27年規則第47号）抄

（施行期日）

１　この規則は，平成27年10月５日から施行する。

（経過措置）

３　第４条の規定による改正前の岡山県屋外広告規則に定める様式による用紙

は，当面の間，所要の調整をして使用することができる。

　　附　則（令和元年規則第35号）

　　この規則は，令和元年７月１日から施行する。

　　附　則（令和３年規則第20号）

（施行期日）

１　この規則は、令和３年10月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、

同年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正前の岡山県屋外広告物規則に定める様式による用紙は、

当分の間、所要の調整をして使用することができる。

（参　照）

　　附　則（令和４年規則第23号）

　　この規則は、令和４年４月１日から施行する。

　　附　則（令和６年規則第26号）

　　この規則は、令和６年４月１日から施行する。
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（参　照）

　　附　則（令和４年規則第23号）

　　この規則は、令和４年４月１日から施行する。

　　附　則（令和６年規則第26号）

　　この規則は、令和６年４月１日から施行する。
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許　　可　　基　　準
（岡山県屋外広告物規則別表）
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別表第1 （第5条関係）

適用除外の基準

1 公益的施設等への寄贈者名等表示広告の禁止地域（禁止物件， 許可地域）適用除外・許可不要基準

区分 条例第 5 条第 1 項第 4 号の基準

禁止地域 I 許可地域

個数 1 個

表示面積 表示の方向から見た場合における当該施設又は物件の外郭線内

を平面とみなしたものの面積の10分の 1 以下， かつ， 0.5平方メ
ー トル以下

色彩 地色は， けばけばしい色を使用していないこと。1 特に定めない。

表示方法 蛍光， 発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。

備考 この表に掲げる基準のほか， 別表第2の一般基準を満たすこと。

2 自家広告の禁止地域（許可地域）適用除外・許可不要基準

区分 条例第 5 条第 2 項第 1 号の基準

禁止地域 許可地域

l事業所当たりの表示合計面積 5 平方メ ー トル以下 10平方メ ー ト

ル以下

設置場所 1 建物（屋上を除く。）及び敷地内

2 敷地の外に突き出さないこと。

l事業所当たりの突出し広告物の個数 1 個 特に定めない。

1 壁面の利用割合限度 2 分の 1 以下

色彩 1 地色は， けばけばしい色及び暗色を使用し 特に定めない。

ていないこと。

2 表示面積の 2 分の 1 を超えてけばけばしい

色を使用していないこと。

表示方法 1 ネオン管を使用していないこと。 特に定めない。

2 照明は， 点滅しないこと。

3 回転灯を使用していないこと。

4 蛍光， 発光又は反射を伴う塗料又は材料を

使用していないこと。

備考 l 条例第 2 条第10号の規定のみにより禁止地域とされた学校及び病院については， 下欄の

基準を適用する。

2 この表に掲げる基準のほか， この表に定めのない基準については， 別表第2の許可基準

（禁止地域にあっては， 第 1 種許可地域の基準）を満たすこと。
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７の２　公益的施設等への広告で、広告料を当該公益的施設等の設置又は管理費用に充てるものの禁止地

域適用除外・許可基準

　別表第２の許可基準を満たすこと。
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１　この表において「高速道路」とは， 中国縦貫自動車道， 山陽自動車道， 中国横断自動車道姫

路鳥取線，中国横断自動車道岡山米子線， 及び瀬戸中央自動車道（国道 30 号）をいう。
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告　　　　　　示
（禁止地域，許可地域及び許可地域の種別の指定）
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（条例第５条第３項第３号の知事が指定する区域）
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　別表第 1 上欄に掲げる道路又は鉄道の同表下欄に掲げる区間及び当該区間に接続する両側各 100

メートル以内の区域（当該区間から展望することができない区域として知事が認めるものを除く。）

29

（２）
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　別表第２中国縦貫自動車道，山陽自動車道，中国横断自動車道姫路鳥取線，中国横断自動車道岡

山米子線，瀬戸中央自動車道（国道30号），国道２号玉島笠岡道路、国道373号志戸坂峠道路、国

道374号美作岡山道路、県道岡山吉井線及び県道佐伯長船線の項のそれぞれ下欄に掲げる区間の本

線車道に接続する両側各500メートル（国道２号玉島笠岡道路、国道374号美作岡山道路、県道岡

山吉井線及び県道佐伯長船線にあっては、100メートル）以内の区域（当該区間の本線車道から展

望することができない区域として知事が認めるものを除く。）

及び

下

　条例第 4 条第 2 号及び第 3 号の規定により， 岡山市及び倉敷市の区域並びに第 1 種許可地域及び第

2 種許可地域を除く区域で， 別表第 3 上欄に掲げる道路の同表下欄に掲げる区間並び当該区間に接続

する両側各500メ ー トル 以内の区域（当該区間から展望することができない区域として知事が認める

ものを除く。）を第 3 種許可地域に指定する。
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　別表第２中国縦貫自動車道，山陽自動車道，中国横断自動車道姫路鳥取線，中国横断自動車道岡

山米子線，瀬戸中央自動車道（国道30号），国道２号玉島笠岡道路、国道373号志戸坂峠道路、国

道374号美作岡山道路、県道岡山吉井線及び県道佐伯長船線の項のそれぞれ下欄に掲げる区間の本

線車道に接続する両側各500メートル（国道２号玉島笠岡道路、国道374号美作岡山道路、県道岡

山吉井線及び県道佐伯長船線にあっては、100メートル）以内の区域（当該区間の本線車道から展

望することができない区域として知事が認めるものを除く。）

及び

　附　則（令和３年告示第150号）

この告示は、令和３年４月１日から施行する。

　附　則（令和６年告示第112号）

この告示は、令和６年４月１日から施行する。
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国道２号玉島
笠岡道路

倉敷市浅口市境（浅口市金光町大谷
地内）

浅口金光インターチャンジ（浅口市
金光町佐方地内）
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国道２号玉島
笠岡道路

倉敷市浅口市境（浅口市金光町大谷
地内）

浅口金光インターチャンジ（浅口市
金光町佐方地内）

市道新町深町線との交差点（総社市
南溝手地内）

市道門田小寺本線との交差点（総社
市小寺地内）
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成羽川左岸（高梁市落合町福地地内） 井谷川左岸（高梁市落合町阿部地内）
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成羽川左岸（高梁市落合町福地地内） 井谷川左岸（高梁市落合町阿部地内）

中国縦貫自動車道との交差点（美作市
上相地内）

岡山市玉野市境（玉野市上山坂地内）
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吉井インターチェンジ（赤磐市稲蒔
地内）

佐伯インターチャンジ（和気町小阪
地内）

吉吉
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吉井インターチェンジ（赤磐市稲蒔
地内）

佐伯インターチャンジ（和気町小阪
地内）

吉吉

岡山市赤磐市境（赤磐市弥上地内）
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字
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○岡山県屋外広告物条例第５条第３項第３号の知事が　

　　　　　　  指定する区域
（令和 5 年 2 月 24 日岡山県告示第 76 号）

　岡山県屋外広告物条例（昭和 41 年岡山県条例第 29 号）第５条第３項第３号の区域を次のとおり指定

した。

１　指定する区域

　　津山市役所　本庁舎

２　所在地

　　津山市山北５２０

３　指定年月日

　　令和５年１月 18 日
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大規模な広告物等の表示又は設置に係るガイドライン等
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屋外広告業の登録制に関する手引き
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　屋外広告物法が登録制を導入した趣旨は、違反を繰り返す等の不良業者が見られることから、

これらの業者に対し、営業停止命令等の営業上のペナルティーを課すことにより不良業者の排

除と良質な業者の育成を図るとともに、屋外広告業者の実態をより的確に把握し、その指導・

育成を図るためです。
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を提出後、登録審査手数料を納付します。

9

12
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を提出後、登録審査手数料を納付します。

※申請に必要な様式は、岡山県土木部都市局都市計画課ホームページからダウンロードでき

ます。

登録審査手数料の納付方法については、岡山県土木部都市局都市計画課ホームページを

ご覧ください。

９
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１３

１３

１３

１３

１３

１３

１３

１１

１２

１３

１３

１４

１１

１２
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１６

。様式第１６号）

１８

160



１６

。様式第１６号）

１８

１８

１４

161



１５

１７

162



１５

１７

（様式第９号）
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１２

１４

164
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様　　　　　　式
（岡山県屋外広告物規則様式）（申請等手続関係）
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１２

１４

様様式式第第１１号号 
  

屋屋外外広広告告物物表表示示（（掲掲出出物物件件設設置置））許許可可申申請請書書  
 

  岡山県   県民局長 殿                   年   月   日 
 

 

 

 申請者  住所（所在地）  

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

 
                               

電 話 番 号  （    ）   － 
 
 岡山県屋外広告物条例（昭和41年岡山県条例第29号）第4条（第5条第3項，第5条の2）の規定によ

り，広告物の表示（掲出物件の設置）の許可を受けたいので，次のとおり申請します。 
 

  1 申請区分   新設  ・  既設 
2 点検  資格者点検 ・ 自己点検 

※１が「既設」の場合記入 

  3  表示内容 
 

 4  広告物の 
種  類 

 5  個  数 個（枚） 

  6 表示面積 

    

 

㎡ 

   ｍ×    ｍ×  面 

広告物等の地上（路面）から上端までの高さ  ｍ 

※手数料 

 

円 

 7  表示（設 
    置）場所 

 

8 表示（設 
     置）期間 

    年  月  日から      年  月  日まで 

 9 着工予定 
    年 月 日 

     年  月  日 
 10 完成予定 
    年 月 日 

       年  月  日 

 11 屋外広告 
   物管理者 

 住所（所在地）  

 氏名（名称及び 
 代表者の氏名） 

 

電 話 番 号  （      ）     － 

 12 道路占用 
   の 有 無 

 
 有・無 

 13 道路占用 
     の 許 可 

   年  月  日    第     号 

                    年  月  日まで 

 14 その他  別紙１のとおり（はり紙，はり札等、広告旗及び立看板等を除く。） 

 
 
 
 
 ※ 
 許 可 通 知 欄 

 許可年月日                  年    月    日 

 許 可 番 号                                  第         号 

 上記の申請については，次のとおり許可する。 
岡山県   県民局長                           印 

 許 可 期 間      年  月  日から     年  月  日まで 

 許 可 条 件  
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添添付付書書類類  

1)  形状，寸法，材料，構造，照明，意匠及び色彩に関する図面及び仕様書（形態図等） 

2)  建築物等との位置関係及び他の広告物の状況が分かる図面(配置図) 

3)  設置場所及び周囲の道路，鉄道等の位置関係が分かる図面(案内図) 

4)  設置場所が他人の所有又は管理に属するときは，承諾書又は使用許可書の写し（承諾書の

写し等） 

 
 

注注意意事事項項  

1)  許可申請書は，正副２通を提出すること。 

2)  ※印欄は，記入しないこと。 

3)  はり紙及びはり札等は，見本又は現物を添付すること。 

4) 県外の申請者は，県内に住所を有する屋外広告物管理者を置くこと。 

5) 申請に係る広告物等が複数種類あるときは，表示内容，広告物の種類等を別紙２に記入す

ること。 

6) 申請区分が「既設」の場合は、屋外広告物（掲出物件）資格者点検結果報告書若しくは屋

外広告物（掲出物件）自己点検結果報告書を添付すること。 

7)  許可期間が異なる場合は、申請書を別にすること。 

8)  許可手数料の支払いについて、申請書を郵送により提出する場合は、基本的に申請書受領

後に申請窓口から送付する納入通知書により許可手数料を支払うことになるため、申請時

に返送用封筒（切手を貼付した長形３号封筒又は洋形０号封筒）を同封すること。 

9) 納入通知書の送付先は、申請者又は申請者から委任を受けた者です。なお、申請者からの

委任状がない場合は委任を受けた者とは認められないため、必ず委任状を添付すること。 
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別別紙紙１１ 
 

 
 
  1 広告物の 
   種 類 

建物利用広告物（屋上広告物，突出し広告物，壁面広告物，壁面利用懸垂幕，懸垂幕掲出装置）

 建物敷地内広告物（広告板，広告塔，垣・塀広告物，広告旗） 野立広告物（広告板，広告

塔） 道標・案内図板等（近隣店舗等案内広告，その他の道標・案内図板等） 電柱類広告物

（袖付け，巻付け） 標識利用広告物（停留所標識利用広告物，消火栓標識利用広告物） 車

体広告物 横断幕 アーチ アドバルーン 

 自家広告 管理広告 

  2 地域区分 

 禁止地域（                      ） 
 第１種許可地域 
 第２種許可地域 
 第３種許可地域 

 景観モデル地区（                 ） 
 屋外広告物モデル地区 
 新幹線・高速道路・有料道路等の沿線区域 

 
  3 用途地域 

 第１種低層住居専用地域 第２種低層住居専用地域 第１種中高層住居専用地域 第２ 

 種中高層住居専用地域 第１種住居地域 第２種住居地域 準住居地域 近隣商業地域 

  商業地域 準工業地域 工業地域 工業専用地域 用途地域外 

 
 
 
  4 道路又は 
 
   鉄道からの 
 
   距 離 

 (1) 高速道路  （名称                ）から         ｍ 

 (2) 有料道路  （名称                ）から         ｍ 

 (3) 道  路 
 （名称                ）から         ｍ 
 

 （名称                ）から         ｍ 

 (4) 新 幹 線  （名称                ）から         ｍ 

 (5) 鉄  道  （名称                ）から         ｍ 

 
 
  5 １壁面の利 
   用割合限度 
   （壁面広告 
   物，壁面利 
   用懸垂幕及 
   び懸垂幕掲 
   出装置に限 
   る。） 

 (1) 壁面面積 
                          ㎡ 

 
 
  6 建築物の広 
   告物の総表 
   示面積の限 
   度（建物利 
   用広告物に 
   限る。） 

 (1) 建築物の総璧面面積 
                                ㎡ 

 (2) 総表示面積の限度 
   （(1)×１／  ） 
                          ㎡ 

 (2) 総表示面積の限度 
   （(1)×１／２） 
                                ㎡ 

 (3) 広告物の既表示面積 
                          ㎡ 

 (3) 広告物の既表示面積 
                                ㎡ 

 (4) 今回表示面積 
                          ㎡ 

 (4) 今回表示面積 
                                ㎡ 

  7  野立広告物 
   の 規 制 

 (1)隣接の野立広告物の表示内容及び間隔 
                                          ｍ 

 (2) 道路からの後退距離 
                                ｍ 

 
 8 色彩規制の 

   有   無 
有・無 

 9 ネオン管 

     等の有無 

 有（ネオン管（点滅）  その他の照明（点滅，回転灯） 

 蛍光塗料）・無 

 

 10 施 工 者 

 住所（所在地）   

 氏名（名称及び 
 代表者の氏名） 

  

 電 話 番 号 
 （      ） 
     －      

 （      ） 
      －     

屋外広告業の登

録（特例屋外広告

業の届出） 

       年   月   日 
 岡山県知事 

登録・届出 第       号 

       年   月   日 
 岡山県知事 

登録・届出 第       号 
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 11 設 計 者 

 住所（所在地）  

 氏     名  
  

   電 話 番 号  （        ）      －  

 資     格  （      ）級建築士  （      ）登録 第      号 

 12 建築基準法 
   の工作物 
   の 確 認 

       年   月   日 
 
       第       号 

 13 道路交通法 
   の道路使用 
   の 許 可 

       年   月   日 
 
             第       号 

14 その他の法 
   令による許 
   可，届出等 

 

 
 
 
 
 
 
 注 意 事 項 

 １ 所定の欄を記入の上，該当事項を○で囲むこと。 
 ２ 「6 建築物の広告物の総表示面積の限度の(1) 建築物の総璧面面積」の欄は，壁 
  面のうち地上から51メートルまでの高さの壁面の合計面積を記入すること。 
 ３ 広告物の種類に応じ，添付する図面には，次の事項が必ず明示されていること。 
  (1) 色彩に関する許可基準が適用される広告物 
   ① 使用する色のマンセル値又は一般社団法人日本塗料工業会発行の塗料用標準色見本

帳の色票番号 
   ② ①の数値が不明の場合は，色見本を添付すること。 
  (2) 建物利用広告物 
   ① 表示又は設置を行う建築物の高さ及び壁面の寸法 
   ② 既存の広告物の表示内容，位置及び寸法 
  (3)  野立広告物 
   ① 付近の道路との位置関係及び距離 
   ② 隣接の野立広告物の表示内容，位置関係及び間隔 
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別別紙紙２２  
  
 

 

表示内容 
広告物の 

種  類 
個数 表示面積 

広告物等の地

上（路面）から

上端までの高

さ 

表示（設置） 

場    所 
手数料 

１ 

  

 個 

㎡ 
  ※ 

 

 

 

円 

形状・寸法 

（縦・横・面） 

２ 

  

個 

㎡ 
  ※ 

 

 

 

   
  円 

形状・寸法 

（縦・横・面） 

３ 

  

 個 

㎡ 
  ※ 

 

 

 

   
  円 

形状・寸法 

（縦・横・面） 

４ 

  

個 

㎡ 
  ※ 

 

 

 

   
  円 

形状・寸法 

（縦・横・面） 

５ 

  

 個 

㎡ 
  ※ 

 

 

 

   
  円 

形状・寸法 

（縦・横・面） 

６ 

  

個 

㎡ 
  ※ 

 

 

 

   
  円 

形状・寸法 

（縦・横・面） 

７ 

  

 個 

㎡ 
  ※ 

 

 

 

   
  円 

形状・寸法 

（縦・横・面） 

８ 

  

個 

㎡ 
  ※ 

 

 

 

   
  円 

形状・寸法 

（縦・横・面） 

９ 

  

 個 

㎡ 
  ※ 

 

 

 

   
  円 

形状・寸法 

（縦・横・面） 

10 

  

個 

㎡ 
  ※ 

 

 

 

   
  円 

形状・寸法 

（縦・横・面） 
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様様式式第第２２号号 
 

屋屋外外広広告告物物表表示示（（掲掲出出物物件件設設置置））完完了了届届 
 
 
                                                        年  月  日 
 
 岡山県   県民局長 殿 
 
 

                届出者  住所（所在地）  

 氏名（名称及び 
 代表者の氏名） 

 

 電 話 番 号  (    )    - 

 
 
 岡山県屋外広告物規則（昭和41年岡山県規則第27号）第４条（第12条第２項） 
の規定により，表示（設置，変更，改造）の許可を受けた広告物の表示（掲出物
件の設置）を完了したので，次のとおり届け出ます。 
 

 1 許 可 年 月 日                              年   月   日 

 2  許 可 番 号                              第       号 

 3 表示（設置） 
 
  完 了 年 月 日 

                             年   月   日 

 4  表 示 内 容  

 5 広告物の種類  

 6 広告物の個数                                              個 

 7 添 付 資 料 広告物及びその周囲の状況が分かるカラー写真 

 
備考 許可期間が１月を超える広告物（はり紙及びはり札等を除く。）について，

この届出書を提出すること。 
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様様式式第第３３号号   

屋屋外外広広告告物物表表示示（（掲掲出出物物件件設設置置））更更新新許許可可申申請請書書 

� � 岡山県� � � � 県民局長� 殿� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 年� � � 月� � � 日  
����������������������������申請者  住所（所在地）  

 氏名（名称及び 
 代表者の氏名）  ��������������������������������� 

 電 話 番 号   （� � � � � ）� � � － 
 
� 岡山県屋外広告物条例（昭和��年岡山県条例第��号）第８条の規定により，広告物の表示（広告物を
掲出する物件の設置）の更新の許可を受けたいので，次のとおり申請します。  

 ����前回許可 
 � � 事� � 項 

許 可 年 月 日   � � � � � � � � � � � � � � 年� � � � � 月� � � � � 日 
許 可 番 号  ����������������������������第� � � � � � � � � � � 号 
表 示 内 容  
広 告 物 の 種 類   
個 数  ������������������������������������������� � 個（枚） 

表 示 面 積 ㎡  � ｍ×� � � � ｍ×� � � 面�

広告物等の地上から上端までの高さ� � ｍ�

表 示 �設 置 �場 所  
許 可 期 間  �������年�����月�����日から�������年�����月� � �日まで 

屋外広告物管理者 

 住所（所在地）  
 氏名（名称及び 
 代表者の氏名）  

 電 話 番 号   （� � � � � ）� � � � － 

道路占用の有無  有・無  道路占用 
 の 許 可 

 � � 年� � 月� � 日� � � 第� � � 号 
 ������������年� � � 月� � � 日まで 

 ��� 今回申請�

事� � 項 

表 示 �設 置 �期 間  �������年�����月�����日から�������年�����月� � �日まで 
点 検 方 法 自己点検� � ・� � 資格者点検 
広告物等の地上から
上端までの高さ ｍ�  

 
 屋外広告物管理者�

�□� 変更なし�

�□� 変更あり�

※変更ありの場合は�

� 右欄に記入 

 住所（所在地）  

 氏名（名称及び 
 代表者の氏名）  

 電 話 番 号   （� � � � � ）� � � � － 

道路占用の有無  有・無  道路占用 
 の 許 可 

 � � 年� � 月� � 日� � � 第� � � 号 
 ������������年� � � 月� � � 日まで 

 
 
 
 
 ※ 
 許 可 通 知 欄  

許 可 年 月 日   � � � � � � � � � � � � � � 年� � � � � 月� � � � � 日 
許 可 番 号  ����������������������������第� � � � � � � � � � � 号 

 � 上記の申請については，次のとおり許可する。 

 � � � � � � � � � � 岡山県� � � 県民局長� � � � � � � � � � � � � � 印 
許 可 期 間  �������年�����月�����日から�������年�����月� � �日まで 
許 可 条 件  

��
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添添付付書書類類��

����許可期間が１年の場合は屋外広告物（掲出物件）自己点検結果報告書、３年の場合は屋外�

広告物（掲出物件）資格者点検結果報告書（点検後３箇月以内のもの）�

����広告物及び周囲の状況が分かるカラー写真（撮影後３箇月以内のもの）�

 
 

注注意意事事項項��

����申請者は、正副２通を提出すること。許可期間が異なる場合は申請書を別にすること。�

����※印の欄は，記入しないこと。�

����県外の申請者は，県内に住所（事業所・営業所）を有する屋外広告物管理者を置くこと。�

����表示面積が１平方メートル以上で、従前の許可期間が１月を超える広告物（はり紙及びはり

札等を除く。）について、カラー写真を提出すること。�

����申請に係る広告物等が複数種類あるときは��表示内容��広告物の種類等を別紙に記入するこ

と。�

����許可手数料の支払いについて、申請書を郵送により提出する場合は、基本的に申請書受領後に申

請窓口から送付する納入通知書により許可手数料を支払うことになるため、申請時に返送用封筒

（切手を貼付した長形３号封筒又は洋形０号封筒）を同封すること。 

����納入通知書の送付先は、申請者又は申請者から委任を受けた者です。なお、申請者からの委任状

がない場合は委任を受けた者とは認められません。必ず委任状を添付してください。�
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別別紙紙��
�� 

 
表示内容 広告物の 

種� � 類 個数 表示面積 
広告物等の地上

（路面）から 
上端までの高さ 

表示（設置） 
場� � � � 所 手数料 

１ 

  

� 個 

㎡ 

ｍ 

 ※ 
 
 
 
 

円 

形状・寸法 
（縦・横・面） 

２ 

  

個 

㎡ 

ｍ 

 ※ 
 
 
 
� � �

円 

形状・寸法 
（縦・横・面） 

３ 

  

� 個 

㎡ 

ｍ 

 ※ 
 
 
 
� � �
� � 円 

形状・寸法 
（縦・横・面） 

４ 

  

個 

㎡ 

ｍ 

 ※ 
 
 
 
� � �
� � 円 

形状・寸法 
（縦・横・面） 

５ 

  

� 個 

㎡ 

ｍ 

 ※ 
 
 
 
� � �
� � 円 

形状・寸法 
（縦・横・面） 

６ 

  

個 

㎡ 

ｍ 

 ※ 
 
 
 
� � �
� � 円 

形状・寸法 
（縦・横・面） 

７ 

  

� 個 

㎡ 

ｍ 

 ※ 
 
 
 
� � �
� � 円 

形状・寸法 
（縦・横・面） 

８ 

  

個 

㎡ 

ｍ 

 ※ 
 
 
 
� � �
� � 円 

形状・寸法 
（縦・横・面） 

９ 

  

� 個 

㎡ 

ｍ 

 ※ 
 
 
 
� � �
� � 円 

形状・寸法 
（縦・横・面） 

10 

  

個 

㎡ 

ｍ 

 ※ 
 
 
 
� � �
� � 円 

形状・寸法 
（縦・横・面） 
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様様式式第第４４号号 

 

屋屋外外広広告告物物（（掲掲出出物物件件））自自己己点点検検結結果果報報告告書書 

 

年   月   日 

 

  岡山県    県民局長 殿 
 

                        報告者  住所（所在地）  

氏名（名称及び 

 代表者の氏名） 
 

 電 話 番 号  （    ）   － 

 
 

 岡山県屋外広告物条例（昭和41年岡山県条例第29号）第12条の３により，広告物（広告物を掲

出する物件）の点検結果を次のとおり報告します。 

 

 

１ 屋外広告物の概要 
 

 (1) 表 示 内 容  

 (2) 広 告 物 の 種 類  

 (3) 個 数                                                  個 

 (4) 広告物の設置場所  

 (5) 広告物の設置年月日                             年    月    日 

 
 

２ 点検結果 
 

 点 検 項 目  異常の有無  改 善 の 概 要 

 (1) 取付け(支持)部分の変形又は腐食   有・無  

 (2)  主要部材の変形又は腐食    有・無  

 (3) ボルト，ビス等のさび    有・無  

 (4) 表示面の汚染，変色又ははく離    有・無  

 (5) 表示面の破損    有・無  

 (6) その他特に点検した場所    有・無  

 
 備考 表示面積が１平方メートル以上で，従前の許可期間が１月を超える広告物（はり紙及び

はり札等を除く。）について，この報告書を提出すること。 
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様様式式第第４４号号

屋屋外外広広告告物物（（掲掲出出物物件件））自自己己点点検検結結果果報報告告書書

年 月 日

岡山県 県民局長 殿

報告者 住所（所在地）

氏名（名称及び

代表者の氏名）

電 話 番 号 （ ） －

岡山県屋外広告物条例（昭和 年岡山県条例第 号）第 条の３により，広告物（広告物を掲

出する物件）の点検結果を次のとおり報告します。

１ 屋外広告物の概要

表 示 内 容

広 告 物 の 種 類

個 数 個

広告物の設置場所

広告物の設置年月日 年 月 日

２ 点検結果

点 検 項 目 異常の有無 改 善 の 概 要

取付け 支持 部分の変形又は腐食 有・無

主要部材の変形又は腐食 有・無

ボルト，ビス等のさび 有・無

表示面の汚染，変色又ははく離 有・無

表示面の破損 有・無

その他特に点検した場所 有・無

備考 表示面積が１平方メートル以上で，従前の許可期間が１月を超える広告物（はり紙及び

はり札等を除く。）について，この報告書を提出すること。

様式第４号の２ 

屋外広告物（掲出物件）資格者点検報告書 

    年   月   日  

岡山県   県民局長殿 
 

                        報告者 
 住所（所在地） 

 
氏名（名称及び 

 代表者の氏名） 
 

 電 話 番 号  （    ）   － 

岡山県屋外広告物条例第１２条の３第４項により、広告物（広告物を掲出する物件）の点検結果を次

のとおり報告します。 

１ 屋外広告物の概要 

（１）表示内容  

（２）広告物の種類  

（３）個数  

（４）広告物の設置場所  

（５）広告物の設置年月日 年     月     日 

（６） 
点 
検 
者 

住 所  

氏 名  電話番号  

資 格 名 称 屋外広告士、点検技能講習修了者、その他（           ） 

（７）広告物の点検年月日 年     月     日 

２ 点検結果 

点検 

箇所 
点   検   項   目 

異常の
有・無 

改 善 の 概 要 

基礎

部・上

部構造 

１ 上部構造全体の傾斜、ぐらつき  有 無  

２ 基礎のクラック、支柱と根巻きとの隙間、支柱ぐらつき 有 無  

３ 鉄骨のさび発生、塗装の老朽化 有 無  

支持部 
１ 鉄骨接合部（溶接部・プレート）の腐食、変形、隙間 有 無  

２ 鉄骨接合部（ボルト、ナット、ビス）のゆるみ、欠落 有 無  

取付部 

１ アンカーボルト・取付部プレートの腐食、変形 有 無  

２ 溶接部の劣化、コーキングの劣化等 有 無  

３ 取付対象部（柱・壁・スラブ）・取付部周辺の異常 有 無  

広告板 

１ 表示面板・切り文字等の腐食、破損、変形、ビス等の欠落 有 無  

２ 側板、表示面板押さえの腐食、破損、ねじれ、変形、欠損 有 無  

３ 広告板底部の腐食、水抜き孔の詰まり 有 無  

照明 

装置 

１ 照明装置の不点灯、不発光 有 無  

２ 照明装置の取付部の破損、変形、さび、漏水 有 無  

３ 周辺機器の劣化、破損 有 無  

その他 

１ 付属部材（装飾、振れ止め棒、鳥よけ等）の腐食、破損 有 無  

２ 避雷針の腐食、損傷 有 無  

３その他点検した事項（         ） 有 無  

注１）点検を実施した者の資格を証する書類（写し）を添付すること。 

注２）広告物等の種類により、該当する点検項目の番号を○で囲むこと。 

注３）広告物等及び点検箇所のカラー写真（撮影後３ヶ月以内）を添付すること。 
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様様式式第第５５号号 
 

屋屋外外広広告告物物（（掲掲出出物物件件））変変更更（（改改造造））許許可可申申請請書書 
 
  岡山県    県民局長 殿                    年   月   日 
 

                            申請者  住所（所在地）  

 氏名（名称及び 
 代表者の氏名） 

                                    

 電 話 番 号  （     ）   － 
 
 岡山県屋外広告物条例（昭和41年岡山県条例第29号）第９条の規定により，広告物（広告物を掲出す
る物件）の変更（改造）の許可を受けたいので，次のとおり申請します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  1  前回許可 
   事  項 

 許 可 年 月 日                年     月     日 

 許 可 番 号                              第           号 

 表 示 内 容  

 広 告 物 の 種 類  

 個 数                                              個（枚） 

 表示 (設置 )場所  

 許 可 期 間         年     月     日から       年     月   日まで 

 
 
 屋外広告物管理者 

 住所（所在地）  

 氏名（名称及び 
 代表者の氏名） 

 

 電 話 番 号  （     ）    － 

 道路占用の有無 有・無 
 道路占用 
 の 許 可 

   年  月  日   第   号 
             年   月   日まで 

 
  2 変更（改 
   造）事項 

 変 更 （ 改 造 ） 
 の 概 要 

 

 そ の 他  別紙のとおり 

  3  変更（改 
   造)の理由 

  

  4 添付書類  変更事項に関する仕様書及び図面（形態図，配置図等） 

 
 
 注 意 事 項 

  1  申請者は，正副２通を提出すること。 
  2 所定欄を記入の上，該当の事項を○で囲むこと。 
  3 ※印の欄は，記入しないこと。 
  4 別紙については，屋外広告物表示（掲出物件設置）許可申請書の別紙を添付 
  すること。 

 
 
 
 
 ※ 
 許 可 通 知 欄 

 許 可 年 月 日                年     月     日 

 許 可 番 号                              第           号 

  上記の申請については，次のとおり許可する。 

           岡山県      県民局長            印 

 許 可 条 件 
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様式第6号 

 

屋外広告物(掲出物件)除却完了届 

年  月  日 

  岡山県  県民局長 殿 

届出者 住所 (所在地 )   

氏名 (名称及び

代表者の氏名) 
  

電 話 番 号 (   )   － 

 岡山県屋外広告物条例(昭和41年岡山県条例第29号)第13条の規定により，公告物(公告

物を掲示する物件)の除却を完了したので，次のとおり届け出ます。 

1 許 可 事 項 

許 可 年 月 日 年   月   日 

許 可 番 号 第       号 

表 示 内 容   

公 告 物 の 書 類   

個 数 個(枚) 

表示 (設置 )場所   

2 除 却 年 月 日 年   月   日 

3 除 却 理 由   
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様様式式第第７７号号 

 

屋屋外外広広告告物物管管理理者者設設置置届届 

 

年    月    日 

 

 岡山県    県民局長 殿 

 
 

           届出者  住所（所在地）  

 氏名（名称及び 

 代表者の氏名） 

 

 電 話 番 号  (    )   － 

 
 岡山県屋外広告物条例（昭和41年岡山県条例第29号）第19条第１項の規定により，屋

外広告物管理者を設置したので，次のとおり届け出ます。 
 

 

 

１ 管 理 者 

住所（所在地）  

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

 

電 話 番 号  (      )     － 

 

 

 

 

 

 2 許 可 事 項 

許 可 年 月 日                    年    月    日 

許 可 番 号            第          号 

表 示 内 容  

広 告 物 の 種 類  

個 数                   個（枚） 

表示（設置）場所  

 
 

 

180



様様式式第第８８号号 
 

屋屋外外広広告告物物設設置置者者（（管管理理者者））変変更更届届 
 

年    月    日 
 
 岡山県    県民局長 殿 
 
 

           届出者  住所（所在地）  

 氏名（名称及び 
 代表者の氏名） 

 

 電 話 番 号  (    )   － 

 
 岡山県屋外広告物条例（昭和41年岡山県条例第29号）第19条第２項（第３項）の規定
により，屋外広告物の設置者（設置者の氏名又は住所，管理者，管理者の氏名又は住所）
を変更したので，次のとおり届け出ます。 
 

 
 
 
 
 
 
 1 設 置 者 
    (管理者) 

 
 
旧 

住所（所在地）  

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

 

電 話 番 号  (     )     － 

 
 
新 

住所（所在地）  

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

 

電 話 番 号  (     )     － 

 
 
 
 
 
 2 許 可 事 項 

許 可 年 月 日                    年    月    日 

許 可 番 号           第          号 

表 示 内 容  

広 告 物 の 種 類  

個 数                   個（枚） 

表示 (設置 )場所  

 3 変更年月日                                     年    月    日 

 4 変更の理由  
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様式第９号 

 

屋 外 広 告 業 登 録 申 請 書 

年   月   日  

岡山県知事   殿  

          申請者 

 

 

 

 屋外広告業の登録を受けたいので，岡山県屋外広告物条例（昭和 41 年岡山県条例第 29 号）第

21条の２第１項又は第３項の規定により，関係書類を添えて，次のとおり申請します。 

登録の種類 

新規 

 

更新 

※登録番号 岡山県屋外広告業登録第      号 

※登録年月日         年    月    日 

※登録有効期間   年 月 日から   年 月 日まで 

フリガナ 

氏  名 

法人にあつてはその 

名称及び代表者の氏名 

 

 

法人・個人の別  １ 法人  ２ 個人 

住   所 

法人にあつてはその 

事務所の所在地  

 〒 

 

           電話番号（    ）   － 

１ 県内において営

業を行う営業所

の名称及び所在

地 

営業所の名称 営業所の所在地（郵便番号） 電話番号 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２ 業務主任者の氏

名及び所属する

営業所の名称 

所属営業所名 

フリガナ 

氏  名 
摘  要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住所（所在地）  

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

                    

電 話 番 号 （     ）    ―        
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様式第９号

屋 外 広 告 業 登 録 申 請 書

年 月 日

岡山県知事 殿

申請者

屋外広告業の登録を受けたいので，岡山県屋外広告物条例（昭和 年岡山県条例第 号）第

条の２第１項又は第３項の規定により，関係書類を添えて，次のとおり申請します。

登録の種類

新規

更新

※登録番号 岡山県屋外広告業登録第 号

※登録年月日 年 月 日

※登録有効期間 年 月 日から 年 月 日まで

フリガナ

氏 名

法人にあつてはその

名称及び代表者の氏名
法人・個人の別 １ 法人 ２ 個人

住 所

法人にあつてはその

事務所の所在地

〒

電話番号（ ） －

１ 県内において営

業を行う営業所

の名称及び所在

地

営業所の名称 営業所の所在地（郵便番号） 電話番号

２ 業務主任者の氏

名及び所属する

営業所の名称

所属営業所名

フリガナ

氏 名 摘 要

住所（所在地）

氏名（名称及び

代表者の氏名）

電 話 番 号 （ ） ―

３ 法人である場合の

役員（業務を執行す

る社員，取締役，執

行役又はこれらに

準ずる者）の役職名

及び氏名 

役職名 

フリガナ 

氏  名 

  

４ 未成年者である場 

合の法定代理人の 

氏名及び住所 

フリガナ 

氏  名 

法人にあつては， 

その名称及び代 

表者の氏名 

  

 

法人・個人の別  １ 法人  ２ 個人 

住  所 

法人にあつては， 

その事務所の所 

在地 

〒 

      

電話番号（    ）   － 

法定代理人が法人

である場合の役員

の役職名及び氏名 

役職名 

フリガナ 

氏  名 

 

 

５ 他の地方公共団体

における登録番号 

登録を受けた 

地方公共団体名 

登録年月日 登録番号 

 

 

  

備考 

１ 次の書類を添付すること。 

（１） 登録申請者（法人にあつてはその役員を，営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成

年者にあつてはその法定代理人（法定代理人が法人である場合にあつては，その役員）を含

む。以下同じ。）が岡山県屋外広告物条例第21条の５第１項各号に該当しない旨の誓約書 

（２） 登録申請者又は業務主任者が岡山県内の市町村の住民基本台帳に記録されていない者で

ある場合にあつては，住民票の抄本（当該者分のみ。） 

（３） 登録申請者が法人である場合にあつては，登記事項証明書 

（４） 業務主任者が岡山県屋外広告物条例第21条の11第２項各号のいずれかに該当する者であ

ることを証する書類の写し 

（５） 登録申請者の略歴書 

（６） その他知事が必要と認める書類 

２ ※印のある欄には，記入しないこと。 

３ 「新規 更新」及び「法人・個人の別」については，いずれか該当する方に○印を付すこと。 

４ 業務主任者が岡山県内の市町村の住民基本台帳に記録されている者である場合にあつては， 

「摘要」の欄に当該業務主任者の住所及び生年月日を記載すること。 

５ 記入欄が不足する場合には，別紙に記載すること。 
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様式第11号 

 

誓 約 書 

年   月   日 

岡山県知事    殿  

          誓約者 

 

 

 

 

登録申請者，その役員及び法定代理人（法定代理人が法人である場合にあつては，その役員を

含む。）は，岡山県屋外広告物条例（昭和41年岡山県条例第29号）第21条の５第１項各号に該当し

ない者であることを誓約します。 

 

 

岡山県屋外広告物条例（抜粋） 

 

（登録の拒否） 

第21条の５ 知事は，登録申請者が次の各号のいずれかに該当するとき，又は申請書若しくは

その添付書類のうちに重要な事項について虚偽の記載があり，若しくは重要な事実の記載が

欠けているときは，その登録を拒否しなければならない。 

一 第21条の14第１項又は法第９条の規定により定められた岡山市又は倉敷市の条例（以下

「市の条例」という。）の規定により登録を取り消され，その取消しの日から２年を経過

しない者（当該登録を取り消された者が法人である場合においては，当該取消しの日前30

日以内に当該法人の役員であった者で当該取消しの日から２年を経過しないものを含

む。） 

二 第21条の14第１項又は市の条例の規定により営業の停止を命ぜられ，その停止の期間が

経過しない者 

三 法に基づく条例又はこれに基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられ，その執行を

終わり，又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者 

四 屋外広告業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前

３号又は次号のいずれかに該当するもの 

五 法人でその役員のうちに第１号から第３号までのいずれかに該当する者があるもの 

六 第21条の11第１項に規定する者を選任していない者 

  

住所（所在地）  

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

 

電 話 番 号 （     ）    ―        
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様式第12号 

年   月   日 

 

    登録申請者 

法 人 の 役 員 

本    人 

法 定 代 理 人 

法定代理人（法人）の役員 

の略歴書 

                

 

住 所 

 

 〒 

 

 

電話番号（    ）   － 

フ リ ガ ナ 

商号，名称又は氏名 

 

 

略 

 

 

 

 

歴 

期 間 

自 年月日 

至 年月日 

 

職 務 内 容 又 は 業 務 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

賞 

 

罰 

年 月 日 賞 罰 の 内 容 

  

 上記のとおり相違ありません。 

     年   月   日 

                      氏名               

                       （     年  月  日生） 

備考  

「法人の役員 本人 法定代理人 法定代理人（法人）の役員」については，いずれか該当す

るものに○印を付すこと。 
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様式第13号 

 

屋 外 広 告 業 登 録 事 項 変 更 届 出 書 

年   月   日 

岡山県知事    殿   

届出者 

 

 

 

 

 岡山県屋外広告物条例（昭和 41年岡山県条例第 29号）第 21条の６第１項の規定により，次の

とおり届出をします。 

登録番号 岡山県屋外広告業登録第          号 

登録年月日 年    月    日 

フ リ ガ ナ 

氏    名 

法人にあってはその名 

称及び代表者の氏名 

 

 

 

法人・個人の別  １ 法人  ２ 個人 

住    所 

〒 

 

       電話番号（    ）   － 

変更に係る事項 変更前 変更後 変更年月日 

 
   

備考 

１ 変更に係る事項が届出者（法人にあつてはその役員を，営業に関し成年者と同一の能力を

有しない未成年者にあつてはその法定代理人（法定代理人が法人である場合にあつては，そ

の役員）を含む。）又は業務主任者に係るものである場合で，当該届出者又は業務主任者が

岡山県内の市町村の住民基本台帳に記録されてない者であるときはあつては，住民票の抄本

（当該者分のみ。）を添付すること。 

２ 「法人・個人の別」については，いずれか該当する方に○印を付すこと。 

３ 変更に係る事項が業務主任者に係るものである場合で，当該業務主任者が岡山県内の市町村

の住民基本台帳に記録されている者であるときにあつては，「変更後」の欄に当該業務主任者

の住所及び生年月日も記載すること。 

住所（所在地）  

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

     

電 話 番 号 （     ）    ―        
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様式第14号 

 

屋 外 広 告 業 廃 業 等 届 出 書 

年   月   日 

岡山県知事    殿   

届出者 

 

 

 

 

 岡山県屋外広告物条例（昭和41年岡山県条例第29号）第21条の８第１項又は第21条の17第３項

の規定により，次のとおり届出をします。 

登録番号 岡山県屋外広告業登録第           号 

登録年月日 年      月      日 

届出番号 岡山県特例屋外広告業届出第         号 

届出年月日            年      月      日 

フリガナ 

氏  名 

法人にあってはその名 

称及び代表者の氏名 

 

 

 

 

 

法人・個人の別  １ 法人  ２ 個人 

 

住   所 

 

 〒 

 

           電話番号（    ）   － 

届出の理由 
 １ 死亡    ２ 合併による消滅  ３ 破産 

 ４ 解散    ５ 廃止 

届出理由の生じた日 
 

屋外広告業者と届出人 

との関係 

１ 相続人   ２ 元代表役員    ３ 破産管財人 

 ４ 清算人   ５ 本人       ６ 代表役員 

備考 「法人・個人の別」，「届出の理由」及び「屋外広告業者と届出人との関係」については，

該当するものに○印を付すこと。 

 

住所（所在地）  

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

  

電 話 番 号 （     ）    ―        
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様式第16号 

 

特 例 屋 外 広 告 業 届 出 書 

 

年   月   日 

岡山県知事    殿  

          届出者 

 

 

 

 

岡山県屋外広告物条例（昭和 41年岡山県条例第 29号）第 21条の 17第３項の規定

により，関係書類を添えて，次のとおり届出をします。 

届出の 

種類 

新規 

２回目以降 

※届出番号 岡山県特例屋外広告業届出第   号 

※届出年月日 
 年    月    日 

※届出有効期間 
   年  月  日から  年  月  日まで 

フリガナ 

氏   名 

法人にあってはその名

称及び代表者の氏名 

 

 

 

法人・個人の別  １ 法人  ２ 個人 

住   所 

 〒 

 

         電話番号（     ）     － 

 

 

 

 

 

１ 県内（岡山市・倉

敷市の区域外）に

おいて営業を行

う営業所の名称

及び所在地 

 

 

 

 

営業所の名称 営業所の所在地（郵便番号） 電話番号 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

住所（所在地）  

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

       

電 話 番 号 （     ）    ―        
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２ 業務主任者の氏名及び

所属する営業所の名称 

 

 

 

所属営業所名 氏  名 摘  要 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 岡山市，倉敷市の登録 

番号及び登録年月日 

登録番号 登録年月日 

 

 

 

 

 

 

４ 他の地方公共団体（岡

山市，倉敷市を除く。）

における登録番号 

登録を受けた 

地方公共団体名 

登録年月日 登録番号 

   

備考 

１ ※印のある欄には記入しないこと。 

２ 「法人・個人の別」については，いずれか該当する方に○印を付すこと。 

３ 次の書類を添付すること。 

（１） 岡山市長又は倉敷市長の登録を受けたことを証する書面 

（２） 届出者が選任した業務主任者が岡山県屋外広告物条例第21条の11第２項に掲げる要件

のいずれかに適合する者であることを証する書面 
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様式第18号 

 

特 例 屋 外 広 告 業 届 出 事 項 変 更 届 出 書 

 

年   月   日 

岡山県知事    殿  

届出者 

 

 

 

 

岡山県屋外広告物条例（昭和 41年岡山県条例第 29号）第 21条の 17第３項の規定により，次の

とおり届出をします。 

届出番号 岡山県特例屋外広告業届出第     号 

届出年月日               年      月      日 

フリガナ 

氏   名 

法人にあってはその名称

及び代表者の氏名 

 

 

 

法人・個人の別  １ 法人  ２ 個人 

住   所 

 〒 

 

        電話番号（    ）     － 

岡山市，倉敷市の登録番号

及び登録年月日 

登録番号 登録年月日 

  

 

変更に係る事項 変更前 変更後 変更年月日 

 
  

 

備考 「法人・個人の別」については、いずれか該当する方に○印を付すこと。 

住所（所在地）  

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

           

電 話 番 号 （     ）    ―        
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